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第1章 プロジェクトの概要 

1.1 プロジェクトの背景 

1.1.1 ガーナの保健政策 

ガーナ共和国（以下、ガーナ）政府は、国家中期開発政策（National Medium Term Development 

Policy Framework: NMTDPF、2014−2017年）で示した七つの優先課題の一つとして、人間開発・生産

性、そして雇用達成のための保健セクターを位置づけている。それを受け、保健セクター中期開発

計画（Health Sector Medium Term Development Plan: HSMTDP、2014−2017年）において、ユニバーサ

ル・ヘルス・カバレッジ（Universal Health Coverage: UHC）の達成を目標に、保健医療サービスへの

地理的アクセス問題の是正、持続的な保健財政、保健システムのマネジメント強化、非感染性疾患

の対策強化等六つの戦略を定めた。この下でプライマリ・ヘルス・ケア（Primary Health Care: PHC）

を基本とした地域保健サービスを推進していくこととした。戦略の中には「駐在地域保健師による

基本的保健医療計画・サービス（Community-based Health Planning and Services: CHPS）」政策が含まれ

ている。 
CHPS 政策は、PHC への住民参加とオーナーシップを高め、地域保健医療サービスを推進する国家

政策として 1999 年に採用された。2016 年には新しい CHPS 政策が発表され、CHPS 実施ガイドライ

ンが示された。現在、新 CHPS 政策に基づき研修やリファラル、支援型スーパービジョン

（Facilitative Supervision: FSV）に関する国レベルでの標準化、質の向上といった一連の活動が取り組

まれている。 

 

Box 1-1：CHPS 政策に関する基礎情報 1 

1. CHPS の定義 
「CHPS は、地域に根ざした必要不可欠な保健サービスを提供するための国家戦略であり、地域とと

もに計画を立て、サービスを提供する。その主な対象は、恵まれない亜郡のコミュニティであり、保

健サービスをコミュニティに届けることを目指している。」 
 

2. CHPS ゾーンの定義 
CHPS ゾーンとは、人口 5000 人以下、または世帯数 750 までを限度に亜郡の下で区分けされたゾー

ン。選挙区と一致するのが望ましいとされる。そのうち、機能する CHPS ゾーンとは、下記の条件を満

たした CHPS ゾーンである。 
 

3. 機能する CHPS ゾーンの条件 2 
(1) 地域看護師（Community Health Nurse: CHN）資格を持ち、駐在地域保健師（Community Health 

Officer: CHO）養成研修を受講した CHO が配置されている。 
(2) 施設で保健・医療サービスが提供されている。（月次報告書が提出されている） 

 
1 『国家 CHPS 政策 2016 年 3 月（National Community-health Planning and Services (CHPS) Policy March 2016）』版と

『CHPS 国 家実施ガイドライン 2016 年 9 月（CHPS National Implementation Guidelines September 2016）』版を基にし

ている。 
2 『CHPS 国家実施ガイドライン 2016 年 9 月』に記載の CHPS 実施のための 15 のステップをもとに、ガーナ保健サー

ビス局（GHS）本部の政策・計画・モニタリング・評価局が決定した条件。 
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病構造の変化も生じている。従来からの課題であるコレラ等の感染症の脅威が依然として存在する

一方で、非感染性疾患も新たな課題となりつつある。更に、国家予算不足により保健医療従事者の

十分な人員配置がなされていない状態であり、保健医療サービスについては地域格差が大きく、特

に開発の恩恵が十分に届いていない北部では、保健医療従事者の配置や保健医療サービスへの地理

的アクセスの改善が急務であった。 
このような社会の変化や地域の格差に対応すべく、非感染性疾患や高齢化といった新たな課題の解

決に向けて、母子保健や感染症対策のような対象層や時期が限られた保健医療サービスから、あら

ゆる年齢層、あらゆる人生の段階の健康課題に対応していくライフコースアプローチ（Life-course 

Approach: LCA）7へと保健医療サービスの領域を広げることが必要となってきている。本アプローチ

により疾病予防や健康増進を図ることは、家計支出や政府の医療費支出の抑制にもつながるという

保健関係者や住民の意識向上も重要である。また、同国は地方分権化に歩を進めており、コミュニ

ティや地元政府の関与をより深めて強靭(じん)な保健医療サービスへと変革していくことが肝要であ

る。 

1.1.3 CHPS政策と保健課題にかかる技術協力プロジェクトの要請 

独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency: JICA）はガーナ政府の要請に基

づき、2006 年以降、北部のアッパーウエスト州（Upper West Region: UW 州）において、二つの技術

協力プロジェクト、つまり①「アッパーウエスト州地域保健強化プロジェクト」8（2006 年～2011

年）、②「アッパーウエスト州地域保健機能を活用した妊産婦・新生児保健サービス改善プロジェ

クト」9（2011年～2016年）を実施した。①では、CHPS実施を促進するために CHOらへの研修、リ

ファラル、FSVを整備・強化し、住民参加を進めるなどCHPS実施の仕組みを構築した。②では、強

化された①の仕組みを活用して母子保健サービスを強化した。CHPS 施設の建設や医療器材、バイク

も供与した。 
これらの経緯を踏まえ、UHC のさらなる促進を目指し、ガーナ政府は 2016 年に我が国に対し技術

協力プロジェクト「北部 3州におけるライフコースアプローチに基づく地域保健医療サービス強化プ

ロジェクト」の実施を要請した。なお対象の 3 州はその後 5 州に再編された。 

1.2 プロジェクトの目的 

本プロジェクトは、CHPS の計画・実施能力、コミュニティ活動、ガバナンスの強化などにより、

LCA を取り入れた地域保健医療サービスの強化を図り、CHPS を通した PHC のアクセスと利用が改

善されることを目的とした。 

UW 州では特に、LCA に基づくサービスを CHPSレベルに導入し、PHCにおける課題に対処するモ

デルを提示することを目指した。アッパーイースト州（Upper East Region: UE 州）、ノーザン州

（Northern Region: N 州）、ノース・イースト州（North East Region: NE 州）、そしてサバナ州

（Savannah Region: S 州）では、UW 州での 10 年の活動の経験や成果を活用しながら、効果的なシス

 
7 個人及び地域の健康状態を人生の流れの中で捉え、生涯を通じた様々なリスク要因に影響を受けることを念頭に、

あらゆる年齢層及び人生のあらゆる段階を重要とし、健康増進や予防保健を通して人々の健康に投資していく考え

方（出典: Glossary of Life-course Terms (WHO, 2015), A life Course Approach to Health (WHO, 2012) 等） 
8 Project for Scaling up of CHPS Implementation in the Upper West Region  
9 Project for Improvement of Maternal and Neonatal Health Services Utilising CHPS System in the Upper West Region 
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の機能強化と、州・郡議会と保健セクターの連携を強化した。プロジェクトは、州・郡議会が CHPS

のサービスを技術面・資金面、そして人材面でも支援することを促進した。特に支援を持続可能な

ものにするための仕組みの構築を進めた。成果 1と同様に、これまでの技術協力プロジェクトの成果

を北部 5 州に拡大した。 

成果 4 は、「ガーナにおける新しい LCA の試行」であり、疾病予防や健康的な生活を促進するた

めに、全年齢層をカバーした LCA10を CHPS に導入し、そのサービスを強化することである。既に

CHPS 活動やコミュニティの活動の素地がある UW 州で、中央政府とも協議しつつ新しい研修のモジ

ュールをパイロット開発し、日本の技術や経験等を活用しながら、今後のガーナ国の地域保健医療

サービスの改善を目指した。成果 2 と同様に、UW 州を直接介入対象とし、UE 州や N州、NE州や S

州に対しては間接的な介入を行った。 

さらに、成果 0 として、全体の意思決定、ガーナ保健サービス局（GHS）本部によるモニタリング、

進捗状況管理等のプロジェクト・マネジメント、そして学びや好事例の共有を行った。 

1.3.3 PDM改訂の経緯  

プロジェクト期間を通して 3 回の PDM 改訂が行われた。改訂の主な理由は、州や郡の再編成によ

るプロジェクト対象地域の名前や数に変更があったこと、国が導入した新しい政策・プログラムや

新型コロナウイルス感染症や安全対策上の理由から活動内容の再考が必要になったこと、また開始

当初に設定することができなかった指標（例えば LCA 関連の指標）を最終化することなどであった。

PDM の最終版は、2021 年 7 月の合同調整委員会（Joint Coordination Committee: JCC）および同年 12

月に討議議事録（Record of Discussion:  R/D）の変更を経て承認された改訂第 3 版である。 

1.4 プロジェクトの対象地域と特徴 

プロジェクトの対象地域は、ガーナ北部の 5 州である。人口は計 500 万人以上、面積はガーナの約

40％にあたる広大な地域を占めている。ガーナ全体の行政図とプロジェクト対象州の位置を図 1-1 に

示す。 
 

 
10 ガーナにおける CHPS レベルの LCA は、プロジェクト期間中に定義された。この定義は、第 2 章活動内容、成果 4
に関する活動において記述されている。 
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・ G H S 本部では 家族保健局（ F a m i l y  H e a l t h  D i v i s i o n :  F H D ）、公衆衛生局（ P u b l i c  H e a l t h  D i v i s i o n :  
P H D ）、⮫ᗋケア局（ I n s t i t u t i o n a l  C a r e  D i v i s i o n :  I C D ）、㈈務局（ F i n a n c e  D i v i s i o n ）、人材局

（H u m a n  R e s o u r c e  D i v i s i o n ）、研✲開発局（R e s e a r c h  a n d  D e v e l o p m e n t  D i v i s i o n ࠋ関わるࡶ（

ᅗ 1- 2 で♧すとおり、 G H S には、国レベル、州レベル、郡レベルの୕つの⾜政レベルと、亜郡と

C H P S を入れたつの機能レベルが࠶るࠋ

国レベルでは、保健プログラムの実施、人材の⟶理、C H P S レベルまで㓄置された保健医療ᑓ㛛家

の報㓘の⟶理➼を担当しており、州レベルでは、郡に対する調整、支援、┘╩を⾜うࠋ郡では、郡

レベルを㡬点に、亜郡レベル、C H P S ゾーンと、3 ᒙの㝵ᒙ構㐀で実務レベルでの保健サービスが提

供されているࠋ郡保健局は、郡の保健戦略や意ᛮ決定、⟶㎄ୗの亜郡や C H P S施設の⟶理と㐠Ⴀ、郡

議会との調整を担ࡗているࠋ

本プロジェクトの実施に࠶たࡗては、G H S 本部と北部 5州を対象としたいࡃつかのレベルでの意ᛮ

決定会議を開き、組織のୗから上までの合意形成を⾜ࡗたࠋ最上の意ᛮ決定会議で࠶る J C C に加

え、州レベルでの会議を⾜い、C P と情報を共有したࠋ州マネジメント会議は各州での活動について、

州調整会議は 5 州間の戦略策定やリソース㓄分について調整したࠋ

図 1-2：プロジェクトの CPの機能レベルと意思決定機関

1.6プロジェクトの関係機関

前㏙の C P に加え、郡議会や地域看護師養成学校（Nu r s e  A s s i s t a n t  P r e v e n t i v e :  NA P ）、看護師養成

学校（Nu r s e A s s i s t a n t  C l i n i c a l :  NA C ）の教員らが、ガーナഃの㔜要な関係者となる（ᅗ 1- 養成学ࠋ（2

校は、本プロジェクトでは C H P S に㓄置される人材の養成学校を対象としているࠋ
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1.9 ガーナで展開している他の JICA プロジェクトや開発パートナーとの連携 

本プロジェクトと同時期にガーナで展開されていた保健分野の JICA プロジェクトとの連携状況は

次のとおりである。 

「母子手帳を通じた母子継続ケア改善プロジェクト」（2018 年 4 月～2022 年 1 月）とは、同プロジ

ェクトのスコープ外であった CHPS レベルの CHO の母子手帳に関する能力強化を、本プロジェクト

が実施した CHO/SDHT 現職研修のプログラムに組み込むことで活動支援を行った。「Ensure Mothers 

and Babies’ Regular Access to Care （EMBRACE）実施研究」（2012 年 6 月～2016 年 3 月）については、

直接の連携はなかったが、同研究での知見は、上記母子手帳プロジェクトでの母子手帳の開発や研

修に組み込まれている。 

N州で実施された「ノーザン州医療体制改善計画準備調査」（2019年3月～2020年2月）は、CHPS
からのリファラルを受ける上部医療機関の機材整備などを目的としており、本プロジェクトのCHPS

からのリファラルの強化が期待されたが、活動実施の遅れにより期待した連携はなかった。「5S-

KAIZEN-TQMに焦点を当てた母子保健医療サービスの質の改善プロジェクト」（2022年5月～2027

年5月）とは、N州の保健医療施設やリファラル活動に関連した情報共有を通じて、同プロジェクト

の母子保健に係る質改善やリファラル能力強化のための活動を支援した。 

他の開発パートナーの連携としては、米国国際開発庁（United States Agency for International 
Development: USAID）が GHS と共同して開発した臨床を中心とした保健医療施設のモニタリングツ

ールを、地域保健が主である CHPS レベル向けに適したツールに改善し、USAID と国のモニタリン

グツールに組み込み、そのデジタル化にも協力した。また、本プロジェクトが作成した CHMC と

CHVを対象とした研修の教材が同庁のCHMC支援プログラムの研修教材として採用され、活用され

ている。国際連合開発計画（United Nations Development Programme: UNDP）と韓国国際協力団

（Korea International Cooperation Agency: KOICA）に対しては、プロジェクト対象地域の CHPS のデ

ータを提供した。また、UNDPにもCHMCとCHV研修用の教材を提供している。UNDP側は、本教

材を印刷、活用し、その一部は本プロジェクトにも供与された。 
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(2) CHPS データベースの活用と CP の能力強化 

プロジェクトは、CP が CHPS-DB を効果的に活用できるよう、継続的に能力強化を図ってきた。プ

ロジェクト対象 5 州において、導入当初は CHPS-DB 会議を四半期ごと、または半期ごとに開催し、

提出されたデータの整合性を確認し結果を基に州・郡の CHPS 実施状況や課題分析を CP とともに行

ってきた。また、分析結果を各州のマネジメント会議、州調整会議、JCC 会議において共有し、そ

れらを基に州・郡レベルの CHPS 実施戦略を協議してきた。その結果、CP が CHPS 運営状況と課題

を自分たちで正確に把握できるようになり、各州は CHPS 細分化や CHO 養成を含む人材配置などを、

各郡は具体的な数値目標を持った活動計画作成をできるレベルにまで成長した。また、CHPS-DB の

活用で北部 5 州の CHPS 施設の機材不足が明確になり、JICA から追加支援を受けることもできた。

こうした活動の積み重ねにより、プロジェクト目標の指標である「機能する CHPS への住民アクセ

ス」は大きく改善した。また、これらのプロセスを通じて対象 5州の CHPSユニットの能力が強化さ

れ、2020 年からは CP が自身で必要性を判断して CHPS-DB 会議を開催するようになった。 

(3) CHPS データベースの普及 

2021 年、イースタン州（E 州）から始まった CHPS-DB の全国展開を進め、2023 年 7 月のプロジェ

クト活動終了までに全ての州で CHPS-DB を導入することができた。同年 6 月末には、プロジェクト

の最後の支援として全州を対象にした合同 CHPS-DB フィードバック会議を開催した。会議では各州

から提出されたCHPS-DBのデータを基にした国のCHPS実施状況の共有、CHPS-DB運営上の課題点

や継続性について関係者と協議した。 

全国展開に際しては、北部 5 州が担当の州を支援するピア・サポートの仕組みを採用し、日本人専

門家やプロジェクトは後方支援に徹した。このやり方が功を奏し、対象 5州は指導者的な役割を担う

ことで CHPS-DB へのオーナーシップが更に高まり、州間では協力支援体制が効果的に構築された。

これにより、プロジェクト終了後も他州が能力強化と CHPS-DB 運用を継続する基盤ができたと考え

る。 

全国普及を可能にした要因は、プロジェクトが開始当初から GHS 総裁や GHS 本部の PPMED 局長

を活動に巻き込んできたことにある。彼らが CHPS-DB の有効性を認め、各州に導入を直接要請した

ことで、迅速な普及ができた。また、対象 5州以外で最初に導入したE州が独自に費用を捻出して研

修を実施した例が、他州の参考になった。実際、プロジェクトが他州での CHPS-DB 導入の際に負担

したコストは、プロジェクト対象 5 州から講師として派遣した CP の交通費程度であった。 

(4) 今後の課題と展望 

CHPS-DB の導入により、CP が CHPS 運営の状況を正確に把握し、戦略を持って活動に取り組むこ

とが可能になった。これは次項で述べる CHO 養成に対する CP の意欲向上にも効果的に作用してい

る。一方、今後の CHPS-DB の運用においてはいくつかの課題もある。例えば、各郡や州の定期的な

データ更新や、そのデータの質は、担当者の能力やコミットメントに大きく左右されている点であ

る。さらに、DHIMS 2 へのデータ入力に CHPS-DB の結果が活用されないため、両者の整合性が取れ

ないケースもある。HIOや CHPSコーディネーターに対する継続的な能力強化が重要である。また、

大都市でのニーズに適応した都市型 CHPS（Urban CHPS zone）は、CHPS コンパウンドやバイクがな

かったり、コミュニティ自体のつながりが希薄で、地域保健管理委員会（CHMC）や活発な地域保

健ボランティア（CHV）が揃っていなかったりする所も多い。そのため、GHS 本部でも機能する
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導入した方法でもある。本プロジェクトでは、UW州の養成学校の現状を確認の上、同アプローチを

他州、更には全国に導入するための活動を実施してきた。 

プロジェクトは、養成学校教員の CHO 養成研修への参加、N 州と UE 州の養成学校教員による UW

州ジラパ郡地域看護師養成学校への視察訪問を通し、学校関係者に CHO 養成研修の内容を理解して

もらい、学校のカリキュラムへの組込み方法について北部 5 州の関係者と検討を進めた。UW 州の養

成学校の現場視察と関係者との協議の結果、生徒を 1か月間 CHPS施設に住み込ませて行う現行のフ

ィールド実習は予算的な制約から運営が難しいという点を確認した。そのため、本プロジェクトは、

まず養成研修の理論部分を学校カリキュラムに組み込み、実習部分については後述する郡 CHO オリ

エンテーションの中で実施する方向性を考えた。また 2020 年 2 月には、成果 4 で実施した LCA の

CHO/SDHT 現職研修の教材内容を 5 州の学校関係者とレビューした。これは、現行の教育モジュー

ルに含まれていない LCA関連の内容を訓練に組み込むことを目的としており、その結果 LCAサービ

スに関する教育についても継続性が担保できる形をつくることができた。 

2019年は国の看護師等養成カリキュラムの改訂時期であったことから、内容改訂を管轄するガーナ

看護師・助産師協会（Nursing and Midwifery Council of Ghana: N&MC）を中心に、中央で戦略会議や

カリキュラム検討会を開催していた。プロジェクトもそうした会議に毎回参加し、CHO 養成研修の

プレ・サービスへの組み込みや具体的な内容をその必要性とともに提案し、協議してきた。その努

力により、N&MC からは新カリキュラムへの追加が正式に承認された。新型コロナウイルス感染症

の蔓延の影響により、国の改訂カリキュラムが発表されたのは、予定より約 2 年遅い 2021 年 12 月で

あった。プロジェクトはこの正式な発表を受け、新たに追加された CHPS や LCA 関連項目の補助教

材の作成と 5州の養成学校講師へのオリエンテーションを実施した。また、各州のパイロット校での

研修を支援した。更に、保健省(MOH)の保健訓練機関を支援する形で、全国の養成学校教師に対す

るオンラインでのオリエンテーションも実施した。これにより CHO 養成研修内容のプレ・サービス

への組み込みを全国レベルで達成することができた。 

(3) 郡 CHO オリエンテーション 

プレ・サービス研修の活動と同時並行で進めてきたのが郡 CHO オリエンテーションである。これ

までの「調和された CHO 研修」は、州レベルで計画され、各郡合同で CHO の養成を行っていた。

一方、郡CHOオリエンテーションは、各郡が主導して実施する郡レベルでのCHO養成研修である。

このオリエンテーションは、理論部分のプレ・サービスへの組み込みの段階で課題とされていた実

習部分をカバーするものである。同時に国の「調和された CHO 研修」で特にコストが掛かる部分を

削減するための代替手段として考案され、その後のパイロット活動を経て対象 5州に導入したもので

ある。 

本オリエンテーションは座学による研修を最低限に絞り、現場での実践に重きを置いた研修内容に

なっている。受講者の CHN は、郡で 2～3 日の座学研修を受けた後、CHPS 施設で 4～6 週間程度の

実習を行う。現場で指導監督するのは、実習先に配属されている CHO が中心で、それを管轄区の

SDHT や DHMT が定期的にモニタリングする仕組みである。短期集中型の実習とは異なり、受講者

はより緩やかな環境でじっくりと実践経験を積めることが利点となっている。各CHPSでの現場実習

の内容を標準化して質を確保するため、プロジェクトは「フィールド実習ガイド」を開発し、対象

地域に導入した。図 2-1 は、郡 CHO オリエンテーションの仕組みを示したものである。 

 



ガーナ国北部 3 州におけるライフコースアプローチに基づく地域保健医療サービス強化プロジェクト 
事業完了報告書 

 
 

25 
 

 

図 2-1：郡 CHOオリエンテーションを通した CHO養成アプローチ 

プロジェクトは、2019年 3月に UW州ワ郡とジラパ郡で最初にパイロット活動を行い、2020年 8月
からは残りの対象 4 州に本アプローチを導入した。また、N 州と UW 州では、2021 年の CHO 養成研

修で国の「調和された CHO 研修」と「郡 CHO オリエンテーション」の組み合せによる CHO 養成を

行った。プロジェクト終了までに、プロジェクト対象 55郡の全郡で少なくとも 1回の郡 CHOオリエ

ンテーションが実施され、本アプローチによる CHO 養成者数は計 1,136 人に到達した。 

本アプローチの成功要因には、DHMT の明らかな負担軽減がある。従来のような大掛かりな研修準

備は必要なく、また研修実施コストは食費や交通費として、一人当たり 300 セディ程度（約 4,000 円）

という、従来の 20 分の 1 程度まで削減できる。運営主体は DHMT であるため、郡が自分たちの必要

性に応じて CHO 養成計画を立て、研修を実施することができる。このようなメリットから他州の関

心も高く、実際に E 州やボノ・イースト州は同アプローチを州内に導入している。その際、プロジ

ェクトは必要な技術支援を行った。2023 年 6 月に実施した全国普及会議では、パネルディスカッシ

ョンの方式で郡 CHO オリエンテーションを中央及び他州関係者に紹介し、参加者から高い評価と関

心を得た。また、GHS 本部からは、郡 CHO オリエンテーションを CHO 養成の代替手段として実施

することについても了承を得た。 

(4) 今後の課題と展望 

 開始当初からのプロジェクトの戦略的な取り組みにより、CHO 養成を継続的に実施するための

仕組み作りと全国レベルでの普及を実現することができた。CHPS 拡大に必要な CHO 人材の不足と

CHO 養成にかかる予算不足という、GHS の抱える二つの難題に適切に対応したアプローチが関係者

に広く受け入れられたと言える。また、現場の教育機関から中央保健省や N&MC まで、さまざまな

関係者を活動に巻き込み、効果的に協議してきたことも本活動の成果に大きく貢献したと考えられ

る。 

その一方、CHO 養成においては課題も残る。直近の課題としては、本活動で導入したプレ・サー

ビスの教育課程を修了した看護学生が卒業するまでの過渡期における対応がある。養成学校の履修

課程の都合上、学生は 2～3 年間の在学期間を通して CHPS に関連した教科を学んでいく。そのため、

プレ・サービスによる理論習得を前提とした郡 CHO オリエンテーションが実際に機能するまでには

数年を要する。また、対象 5州以外の養成学校へのフォローアップも必要である。これらの養成学校
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は、現状ではオンラインによるオリエンテーションを受けたのみである。そのため、各学校が新カ

リキュラムをどのように実践しているか、MOH や GHS によるフォローアップは重要と考える。郡

CHO オリエンテーションについては、実習先となる CHPS 施設の整備状況に課題を持つ郡がある。

実習に必要な資機材や経験のある CHO が CHPS 施設に配置されていなければ、実習生が質の高い

実習を行うことはできない。加えて、一部の郡からは実習生の宿泊施設の確保が課題だという声も

ある。郡保健局はこれらの環境整備について引き続き検討し、対応方法を検討していく必要があ

る。プロジェクトは、各郡に研修用のモデルCHPSを設置することを推奨している。その選定条件

としては、郡保健局に比較的近いこと、経験のある CHO がいて基礎機材がそろっていることであ

る。郡にはモデル CHPS への優先的な機材配置や CHO の配置を指導している。これにより、質の

高い現場研修が可能となる。また、現在進行中の国のプログラム「ネットワーク・オブ・プ

ラクティス（Networks of Practice: NOPs）」（後述の 2.2.4 の Box 2-1 参照）は、主に臨床施設、特に

ヘルス・センターの強化を目指しており、そのリソースを活用してセンターが管理する下部組織と

してのCHPSも併せて強化するような工夫もできる。

その他、中長期的な課題としては、GHSによる人材雇用に関連した問題がある。養成学校の卒業

生と MOH が採用する職員数には大きな隔たりがあるのが実態であり、プレ・サービス研修に

よりCHPS 理論を学んだ卒業生が正式に GHS に採用されるまでに長い空白期間が生じる例もあ

る。そのような場合、採用後の職員の再教育は不可欠となる。同時に、養成学校の卒業生の増加が 

CHO 数、つまり機能する CHPS ゾーンの増加に必ずしも直結しないという現状にも留意が必要で

ある。これは、各郡に養成対象となる地域看護師(CHN)が不足しているという根本的な要因に関係

しているためである。プロジェクトが導入した継続的な CHO 養成システムを運用しつつ、GHS 
本部がCHPS-DBを基に必要な人材数を把握し、こうした課題に着実に取り組んでいくことが必要不

可欠である。

これらの短期・中長期的な課題についても、普及会議や JCC、JCC 後の主要 CP とのフィー

ドバック会議の場を通して関係者と共有し議論している。GHS 本部からは、プレ・サービスの定着

や人材雇用に関する課題は他部局へのフォローを含め、今後の対応事項として留意するというコメ

ントを得ている。

2.2.3 リファラル・システムの強化

リファラル・システムは、住民レベルに位置する CHPS 施設とヘルス・センター、病院間における

患者の継続ケアを担保する仕組みであり、CHPS サービスの質と住民からの信頼向上において極めて

重要である。リファラルの改善には搬送のための交通手段や人員体制、必要なリファラルを適切な

タイミングで行うための保健医療従事者のスキルや検査対応の有無、受け入れ施設のキャパシティ

の問題など、さまざまな要素が複雑に関係している。プロジェクトは、その中でも記録や国家ガイ

ドラインに基づいた手続きの標準化に焦点を置いたリファラル・サービスの運営管理改善によるシ

ステム強化を行ってきた。2021 年からは後述する理由により 3 州より各 1郡ずつ、合計 3 郡をパイロ 

ットの対象地域とした。

プロジェクトが実施した主要な活動を時系列に整理した。また、図 2-2 は、本活動が推進した主要

な四つのコンポーネントを示す。本活動は、当初分割前の N 州 3 郡、UW 州、UE 州を対象に活動を

実施していたが、2021年からは後述する理由により 3 州より各 1 郡ずつ、合計 3郡をパイロットの対

象地域とした。
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況があった。そのため、プロジェクトは、先行プロジェクトで UW 州に導入したリファラル記録用

紙を標準様式として対象地域の医療施設に配布した。同時に、保健施設が継続的にこれらツールを

確保できる仕組みとして、UW州で運用されているリボルビング・システム（回転式システム）を両

州に導入した。これは州内の医薬品と消耗品の調達販売を取り扱う州医薬品倉庫がリファラル記録

用紙や台帳を州内の保健医療施設に販売し、その売り上げを活用して継続的に記録用紙を印刷販売

する仕組みである。購入者である保健医療施設はクライアントへの医療サービス提供で得た内部資

金を使用してツールを購入する。システム導入からプロジェクトが終了する現在に至るまで、本シ

ステムは安定して機能していることを確認している。 

(2) 業務標準化とその維持 

これらと併せてプロジェクトはリファラル研修を実施した。国のリファラルガイドラインに従って

改訂した研修教材を使い、対象地域に存在する計 549 の保健施設の医療従事者を対象とした。549 施

設には CHPS、SDHT のほか、病院、民間保健医療施設も含まれる。UW 州では、先行プロジェクト

で CHPSや SDHTの職員の多くが既に研修を受講していたことから、病院の職員を中心に研修を実施

した。2019 年 4 月までに予定していた全ての研修は完了したが、UW 州に関しては、2020 年 6 月に

追加のリファラル研修を行った。背景には、2020 年 1 月に州病院が新築移転した際に多くの職員が

新規採用されたこと、さらに同時期に国内で新型コロナウイルス感染症が拡大し、患者リファラル

に関する職員の知識向上が強く求められていたことがある。受講者は病院職員 150 人だった。 

研修で得た知識の定着を目的に、プロジェクトは対象保健施設への研修後アセスメントや現場モニ

タリングを実施した。また、CP が継続的にモニタリングを実施できるよう、プロジェクトが支援す

る定期スーパービジョンや郡四半期会議の中にもリファラルに関する項目を含めた。モニタリング

では、保健施設の多くでリファラル・フィードバックが実施されていないことが明らかになった。

リファラル・フィードバックは、紹介・搬送した患者の容体や治療内容、更に治療後の患者に必要

なフォローアップ事項について、受け入れ側が紹介元である保健施設に提供する情報のことである。

これらの情報が適切に共有されることで、例えば紹介元であるCHPSは、自身の診断や治療の適切性

を理解でき、また退院後の患者に必要なフォローアップ（薬の服用や定期健診など）、患者の既往症

や既往歴の記録（カルテの保管や母子健康手帳への記録など）が可能となる。そのため、リファラ

ル・フィードバックは職員の知識の蓄積、患者の継続的なケアの実践において非常に重要である。

これが実施されない理由はさまざまあるが、職員の理解や意識不足が大きな要因である。また、紹

介した保健施設に患者が行かなかったり、紹介先の施設は患者にリファラル・フィードバックを預

けたのに結果として紹介元の施設に届かなかったり―などのこともフィードバック率を下げている

ことが分かった。施設や郡・州レベルの職員でこうした実態を正確に把握する者も存在していなか

った。そのため、CP と協議の上、プロジェクトは事態の改善に向けた活動を優先的に進めていくこ

とで合意した。 

本活動における大きな成果としては、リファラルの現状を定期的に確認するための「月例リファラ

ル報告書」の開発がある。本報告書は施設ごと、施設レベルごとのリファラルとリファラル・フィ

ードバックの状況を定期的に確認できるツールで、プロジェクトは成果指標の達成状況を確認する

ための情報源として使用している。また、本報告書のデータから、CHPS で対応できない患者がどの

レベルの保健施設へ紹介・搬送されているかの傾向を分析できる。例えば、N 州や UE 州では、亜郡

保健センターがリファラル・システムの門番としてほぼ機能しておらず、8～9 割の患者が保健セン
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ターを通り越して病院に直接搬送されている実態が明白になった。これは、保健センターがリファ

ラル・システムの門番として全く機能していないことを意味し、この現状は現場関係者に大きな衝

撃を与えた。このリファラル報告書は UE 州で発案され、2020 年 11 月の合同 HSS-TWG 会議でのレ

ビューとパイロット郡での 1 年間の試行運用を経て最終化した。また、GHS 本部に報告書の有効性

が認められ、月例リファラル報告書として GHS の保健情報システムである DHIMS 2 の中にも組み込

まれた。なお、報告書のパイロット導入にあたり、各州 1郡を対象に集中的にリファラルに関する各

種活動を実施していくことが決まった。これは、対象地域を絞って改善手法を詳細に検証する必要

があると判断したためであり、N 州はサベルグ郡、UW 州はナドリ・カリオ郡、UE 州はタレンシ郡

を選定した。 

(3) 郡内リファラルネットワークの確立及びリファラル連携の強化 
月例リファラル報告書の導入により、CHPS 施設でのリファラル・フィードバックの課題が明確に

なった。各州の HSS-TWGを中心にフォローアップ活動を検討し、事態改善のため州・郡の保健医療

施設間のリファラルネットワークの確立と連携強化を進めた。具体的には、各州・郡でリファラル

関係者を集めたステークホルダー会議を開き、リファラルに特化した標準電話台帳を開発し、パイ

ロット郡に導入した。UW 州ナドリ・カリオ郡では、病院、郡、保健センター、CHPS など各レベル

のコアとなる保健医療関係者を集めた独自の「ファミリー・クリニカル会議」を四半期ごとに開き、

リファラル改善のための課題や対策を徹底的に議論し、取り組んだ。また、UE 州ではタレンシ郡を

中心に職員やコミュニティでのリファラルフローを徹底するための情報・教育・コミュニケーショ

ン（Information Education and Communication: IEC）教材の開発を進めた。郡病院では月例報告書とは

別に、リファラル・フィードバックの発出状況が随時分かるよう「リファラル・トラッカー」と呼

ばれる記録台帳を独自開発するなど、工夫を凝らした。こうした各州の試みや経験は、合同 HSS-

TWG 会議やレビュー会議の場で州や中央関係者と共有した。 

(4) 今後の課題と展望 

上記の活動を通して、対象 3 州のパイロット郡のリファラルは改善傾向にあると言える。エンドラ

イン調査の一環で実施したリファラル・アセスメントでは、UW 州ナドリ・カリオ郡の CHPS におけ

るリファラルの実施状況は 100%であった。また、UE 州のタレンシ郡は PDM の指標であるリファラ

ル・フィードバック率 60%を達成した。プロジェクト終了前の現場視察では、郡病院と郡保健局の

良好な連携協力体制も確認されており、これらは好事例として普及会議で他州や中央関係者に紹介

した。 

更に、PDM の成果指標には含まれないが、プロジェクトが推進したリファラル様式（リファラ

ル・フォーム、リファラル台帳）は、MOH を中心に進められている国の新リファラル政策・テクニ

カルガイドラインのレビュー会議の場で中央関係者に紹介した。プロジェクトが対象地域で広めた

記録用紙や台帳は、リファラル強化活動の際のデータに基づく重要ツールとして中央関係者から高

い評価を受けた。そして、若干の改訂はあるものの、2023 年 8 月末ごろに公布されるリファラル政

策文書の中に反映される予定である。また、こうした国の政策的な後押しもあり、プロジェクト対

象州や郡のコミットメントは高く、リファラルツールやグッドプラクティスの州内での普及・共有

も進んでいる。CHPS-DB と同じく、月例報告書の定期的な提出やデータの正確性など改善すべき課

題はあるものの、州・郡がプロジェクト終了後も現行のリファラル活動を継続的に実施していくこ
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深く入り込まず、CP に対応を一任してきた。その結果、CHAG 管轄区の CHPS 施設に対しては、近

隣の GHS 下の SDHT が SS を実施するという代替手段が取られた。UW 州の GHS と CHAG の連携に

は課題が残る状況が示唆される。一方、GHS の進める NOPs では CHAG 管轄保健センターが保健ネ

ットワークの中心として選ばれている例もあることから、今後 CHAG 施設と GHS 管轄下の保健施設

との連携方法が整理され、良い形で強化されることが期待される。N州のパイロット 2郡（サベルグ

郡、ナントン郡）では SS 実施状況が芳しくなく、特にナントンでは改善が必要とされる状況が 2021

年末まで続いた。N 州の個別事情として、郡保健局長のリーダーシップや活動への関心の低さ、州

保健局の郡への監督支援体制の弱さから改善が難しい状態にあった。そこでプロジェクトは、州と

の個別協議だけでなく、他州との合同 HSS-TWG 会議を開いて UE 州や UW 州の経験やグッドプラク

ティスを N州関係者と共有するなど運営の改善に努めた。その効果もあり、N州パイロット 2郡のプ

ロジェクト後半における SS 実施状況は大きく改善したと言える。 

(3) SS 活動の持続と普及にかかる取り組み 

プロジェクトの SS活動はパイロット事業として 4郡でのみ実施された。GHS本部の SSプログラム

の担当官には、プロジェクトは活動期間を通してその進捗や成果をにきめ細かに共有してきた。

GHS 本部は燃料費を始めとする資金的な懸念から、SDHT による CHPS 施設に対する四半期ごとの

SS に対しては、当初懐疑的な見解を示していた。しかし、こうした情報共有により GHS 本部に有効

性と実現性を理解してもらうことができ、その結果 CHPS向けの SSチェックリストを国の SSプログ

ラムへ統合することが実現した。中央プログラムとの統合では、まずCHPS向けのチェックリストの

デジタル化作業を行った。2021 年 8 月に最初にデジタル化を目的としたチェックリストのレビュー

を行い、その後のパイロット運用を経て、2023 年 1 月に最終化している。プロジェクト終了時まで

に、パイロット郡では最終化されたデジタル・チェックリストの運用方法に関するオリエンテーシ

ョンを行った。また、このツールは、中央 SS プログラムのプラットフォームに追加され、同プログ

ラムの DBにデータが蓄積されるようになった。全国の州がチェックリストへアクセスし、同じツー

ルを使用することが可能となっている。 

(4) 今後の課題と展望 

プロジェクトの一連の活動を通して、各州における CHPS への定期的な SS は定着しつつある。プ

ロジェクトは、国のプログラムとの整合性からチェックリストを大きく改訂することはできなかっ

た。しかし、活動を通して、例えば現在含まれている LCA やリファラルに関連した項目の見直しと

追加など、より質の高い保健サービスのための改定が必要であると感じている。また、現在 4郡だけ

で実施されている SS を 5 州の他郡にも展開し、CHPS への監督の主流化を図り、本活動の持続可能

性をより高めることが今後必要な対応と考える。 

一方で、こうした課題に対する現場の見通しは明るいと言える。SSは CHPSで提供されるサービス

の現状や課題を明確にし、スーパーバイザーとCHPSスタッフが共に問題解決に向けた活動計画を立

てる。プロジェクトのエンドライン調査では、この一連の SS実施過程が CHPSで働く CHOの能力強

化とサービスの向上に役立ったという結果が報告されている。また、CHPS の人材不足の要因の一つ

に CHO の離職率の問題があるが、SS は CHO のモチベーションの維持に大きく貢献していることも

同調査で明確になった。これは、現場 CP の SS 実施によるメリットが十分にあることを意味する。

同時に、政策面での先行きも良いといえる。例えば、GHS 本部の SS プログラム担当官によると、国
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の SS プログラムは米国国際開発庁（United States Agency for International Development: USAID）の支

援により今後も継続する予定であり、GHS 本部と USAID は CHPS 向けの SS を実施していく意向が

ある。また、現在政府はユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）達成に向けた新しい戦略とし

て NOPsプログラムを進めている。同プログラムは SDHTの機能強化による保健システムの改善に主

眼を置いており、そうした機能強化には当然 SDHTによるCHPSの監督能力も含まれる。そのため、

CHPS 向けの SS は同プログラムの方向性と一致しており、今後も重要な活動として取り組まれるこ

とが期待できる。GHS には、本プロジェクトの経験や教訓を活かし、より効果的かつ質の高い SS プ

ログラムを展開していくことを期待している。

Box 2-1 : ネットワーク・オブ・プラクティス（NOPs）とは 

2022 年 6 月に世界銀行が承認したガーナ政府支援プログラムの一つである「プライマリ・ヘルス・ケ

ア（PHC）投資プログラム」（1 億 5,000 万ドル）に関連した、政府の UHC 達成に向けた戦略である。

ガーナ政府は過去 20 年間にわたり郡病院への投資と CHPS 運営支援による PHC 強化を行ってきた。一

方で、支援によって郡病院とCHPSの間に位置する亜郡保健センターが孤立し、PHCの重要なリファラ

ル・リンク及び 1 次施設と 2 次施設間の門番としての機能低下、更に保健サービスの提供能力の低下を

引き起こした。このような認識から、GHS は、亜郡保健センターをモデル・ヘルス・センターにアッ

プグレードし、これを中核としたプライマリ・ケア・プロバイダー・ネットワークをつくり、組織的

な PHC サービスを提供する「ネットワーク・オブ・プラクティス戦略」を全国的に進めている。本戦

略は、ネットワークの中核である亜郡保健センターの能力とリーダーシップの強化、そして下部組織

の CHPS に重点を置いている。同時に、郡保健マネジメントチームと郡病院を、技術的な問題やリファ

ラル・システムにおける重要な支援機関として位置付けている。GHS 本部では現在パイロット実施を

基にした国の運営ガイドラインの整備を進めている。

2.2.5 郡保健四半期パフォーマンス・レビュー会議（DHQPR会議）の導入 

本活動は、プロジェクト対象 5 州の全 55 郡を対象に実施した活動である。四半期ごとに開催する

郡レビュー会議は先行プロジェクトと同じく、SS 結果の共有を目的に導入することが当初検討され

ていた。しかし、前項で述べた通り、全州を対象にする予定であった SS 活動がパイロット郡で限定

的に実施することになったため、本会議の在り方も再検討する必要が生じた。5 州合同での HSS-

TWG 会議で検討した結果、郡四半期レビュー会議は、単に SS の結果を共有するのではなく、制度

として存在するが実態として上手く機能していない GHS の四半期レビュー会議として位置づけるこ

とになった。プロジェクトはその運営実施強化に関して支援することで合意された。また、会議目

的を明確にするため、会議の名称を「郡レビュー会議」から「郡保健四半期パフォーマンス・レビ

ュー（DHQPR）会議」に変更した。 

(1) DHQPR 会議の目的と内容

DHQPR 会議は、郡の保健医療事業に関係する病院、保健施設や郡の関係部局が定期的に集まり、

保健サービスの現状と課題、対策について共に協議することが目的である。これは、顔の見える関

係づくりを通した郡内保健関係者間の連携強化の仕組みともいえる。プロジェクトは、本会議にお

ける主要関係機関（DHMT、SDHT、CHPS、病院、郡議会）の役割を明確にし、それぞれがポイン

トを絞った効果的な情報共有をするためのリファレンスガイドと各機関の発表及び郡の活動計画策

定用のテンプレートを開発した。なお、発表用テンプレートには CHPS 実施、SS やリファラル、住
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民参加や保健統合年次活動計画（Health Integrated Annual Action Plan: HIAP）などのプロジェクト成

果に関する指標を含めており、プロジェクトが推進する活動のモニタリングの場としても機能する

よう配慮した。 

プレテストとその後の見直し協議を経て最終化したこれらのツールを用いて、2021年5月から8月

にかけて、対象5州の全郡の関係者（359人）へのオリエンテーションを実施した。その後、プロジ

ェクトは各郡に対してDHQPR会議の開催支援を1度行った。州レベルのHSS-TWGメンバーとプロジ

ェクトスタッフは技術支援とアセスメントを目的にこれらの会議に参加している。また、その後も

プロジェクトはKobo Collect18という無料のアプリケーションによる州レベルのモニタリングツール

を開発し、DHQPR会議の実施状況を継続的にモニタリングしてきた。 

エンドライン調査では DHQPR 会議への CP の満足度が非常に高いとの結果が報告されている。ま

た、本活動は妥当性や政策との整合性の点でも高い評価を得ており、これは郡レベルの四半期会議

が GHS の制度の一つとして既に定着していたことが関係していると考えられる。CP からは、

DHQPR 会議が特に CHPSや SDHT 職員の学びの場となり、また郡議会を始めとする関係者間の協力

強化につながったという意見が多く寄せられた。N 州サベルグ郡では DHQPR 会議に同郡で活動す

る NGO をステークホルダーとして招待したところ、参加をきっかけに同 NGO が CHPS 建設を支援

した事例があり、本好事例は普及会議の場でも関係者に紹介した。 

(2) 今後の課題と展望 
CPから高い満足を得た DHQPR会議であるが、実施や運営面での課題もある。活動実施においては

特に NE 州や S 州に課題があり、両州はプロジェクト目標を達成することができなかった。CP から

は実施における課題として、会議開催にかかる予算（交通費や参加者の軽食代）や開催場所の確保、

他プログラムとの日程調整等の問題が挙げられている。また運営面では、参加者、特に郡や病院と

の事前調整不足や当日のタイムマネジメントの悪さなどが、会議の質や一部の参加者の満足度の低

さに関係していることが分かっている。これらは全州に共通した課題である。一方、DHQPR の実施

状況は州間でばらつきがある。例えば、NE 州と S 州の約半分の郡では先に述べた通り目標値である

「最低年 2 回」を達成できなかったが、UE 州は治安の問題がある 1 郡を除く全ての郡で開催目標が

達成されていた。この背景には、UE 州や UW 州では、会議実施に向けた積極的なフォローアップや

郡保健局長の意識の高さが関係していると考えられる。また、回数を重ねるごとに参加者の理解と

スキルは改善するが、実施回数が少ない郡や DHMT の担当職員が異動・退職した郡などは、会議の

質がなかなか改善されない状況にある。こうした事情が NE 州や S 州で会議の実施数が少ない背景だ

と考えられる。プロジェクトは、5 州合同の HSS-TWG 会議や JCC 会議を通して DHQPR 会議の成果

や課題を共有し、活動の改善や継続性に向けて協議してきた。その結果、全州の保健局長からは活

動実施のための強いコミットメントが表明されている。プロジェクト終了後の活動継続には、州レ

ベルのフォローアップと州・郡の継続したコミットメントが鍵となる。なお、本会議に関連した活

動の実績は表 2-14 にまとめた。 

 
18 Kobo Collect は国際協力や人道支援の分野でフィールド・データ収集のために使われている無料のアプリケーショ

ンツールである。ウェブ上で作成した情報収集フォームをタブレットやスマートフォンなどのモバイル端末にダウ

ンロードし、そこから情報を入力する。そのデータがアップロードされると、ウェブ上の管理画面で結果を確認で

きる。データの簡単な集計と分析も自動で行われる。プロジェクトはこの機能を使って各郡の DHQPR 会議のモニ

タリングツールを開発した。 
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改訂版 CHAP フォーマット CHAP アセスメント・シート 

図 2-3：CHAP アセスメント・ツール 

(2) CHAP アセスメント・ツール導入のための研修の実施 

CHAP アセスメント・ツールの導入のために、CHMC/CHV 研修と研修教材に本ツールの活用方法

を組み込んだ(2.3.2 で詳述)。また、CHO に対しても、CHO/SDHT 現職研修や CHMC/CHV 研修講師

研修、および成果 1 で述べた郡 CHO オリエンテーションにその活用方法を組み込んだ。 

(3) 国家標準化に向けた GHS 本部へのツールの紹介 
本ツールの活用を標準化し普及するには「CHPS 国家実施ガイドライン」に組み込むことが必須と

なる。それを目指し、第 1 期から GHS 本部の PPMED 政策副局長に本ツールを説明した。第 1 期の

終了時点で、同局長が交代したため再度説明が必要となり遅れが生じたものの、プロジェクト終了

時点ではプロジェクト対象 5州での導入が合意された。この 5州で引き続き実証導入を行い、効果が

確認された後で国家標準化への手続きを進めることとなる。 

(4) CHPS ゾーンでのツールの活用 
エンドライン調査によると UW 州ではインタビューをした CHO のうち 85.5％が本アセスメント・

ツールを「活用している」と回答した。また、UE 州、NE 州、S 州においても郡 CHO オリエンテー

ションを通じて導入され、2023 年 4 月時点では UE 州で 200、NE 州で 21、S 州で 57 の CHPS ゾーン

で導入されている。N 州も今後導入予定である。 

(5) 開発パートナーによる改訂版 CHAP フォーマットの活用 
 USAID の社会行動変容促進（Accelerating Social ana Behavior Change: ASBC）プロジェクトが実施

している「健康とウェルビーイングのためのコミュニティ参加」（Community Engagement for Health 

and Wellbeing : CE4HW）プログラムが、CHMC を対象とした CHAP の研修を行っている。同プログ

ラムは本プロジェクトが開発した改訂版 CHAP フォーマットを採用し、同プログラムの研修フィー

ルド・ガイドに掲載した。CE4HWプログラムはプロジェクト対象 5州のうち UW州（5郡）、UE州

（4 郡）、N州（6 郡）、NE州（2 郡）の計 4州 17郡の全 CHPS ゾーンを対象としている。これによ

り 4 州では部分的とはいえ今後も本フォーマット普及が図られることになった。 

(6) 今後の課題と展望 

本アセスメント・ツールはプロジェクト対象 5 州で導入されているものの『国家 CHPS 実施ガイド

ライン』による規定フォーマットとなっていないため、本ツールを組み入れた教材や研修を実施し
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は、UW 州の主要 3 言語であるワレ語、ダガレ語、シサラ語で新たに録音されてオーディオ版が制作

された。3 種のオーディオ版は、ラジオで放送された。 

(5) 開発パートナーとの研修教材の共有 

プロジェクトで作成した CHMC/CHV 研修教材は、国際連合開発計画（United Nations Development 
Programme :UNDP）や USAID など開発パートナーの CHMC 研修用に採用され、活用されている。 

UNDP が 2022 年 3 月にグレーターアクラ州で実施した研修には、UW 州のヘルスプロモーション・

オフィサーとプロジェクトの現地スタッフが講師として参加し、CHO や SDHT 職員に対して、本プ

ロジェクトが開発した CHMC/CHV 研修プログラムと研修教材の活用方法についてオリエンテーショ

ンを行った。USAID の Quality Services for Health（Q4H）プロジェクトでは、本プロジェクトの

CHMC/CHV 教材を正式な教材として活用した研修が全国 7 州を対象に 2022 年 11 月から実施されて

いる。GHS 本部の PPMED がアフリカン・リーダーズ・マラリア・アライアンス（African Leaders 

Malaria Alliance: ALMA）やホープ・フォー・フューチャー・ジェネレーションズ（Hope for Future 

Generations: HFFG）といった他の開発パートナーとともに実施している「Community Scorecard French 

5% Initiative Grant」のプログラムでも、CHMC を対象とした研修に本プロジェクトの CHMC/CHV 研

修教材が使われることになった。 

(6) 今後の課題と展望 
CHMC/CHV研修の拡大時期は 2022年 8月と、プロジェクト終了が見えてきた時期となり、今後も

郡保健局主導で本研修が実施されることが望まれる。そのためには郡 CHO オリエンテーションを通

じて引き続き CHO を講師として養成していくことや、開発パートナーが実施するプログラムを活用

して CHMC 研修をするための調整が必要となる。また州レベルでも、対象郡や対象 CHPS に偏りが

生じないよう調整していく必要がある。 

なお、CHMCやCHAPに関する活動や研修については、GHS本部のヘルスプロモーション局と州・

郡保健局のヘルスプロモーションユニットのラインと、GHS本部の PPMEDから州・郡 CHPSユニッ

トのラインとの二つに分かれている。プロジェクトにおいても、研修教材や啓発動画の作成は、ヘ

ルスプロモーション局のラインで、CHAPアセスメント・ツールや CHMC研修については PPMEDの

ラインでそれぞれ行ってきた。プロジェクトとしてこの管轄ラインをしっかりと把握し、より連携

しながら活動すべきであったというのが反省点である。 

啓発動画については、ビデオを再生するモニターや PC などの機材が行き渡っていない、ネットワ

ークが不安定なため SNS での活用が難しい―などの課題があるが、啓発動画のローカル言語オーデ

ィオ版制作は、日本人専門家の介入なしでできたため、今後他州での展開についても検討の余地が

ある。さらに、CHMC メンバーや CHV が学校や郡議会といった他の関係機関とも連携し、より活発

に活動できるよう郡・亜郡保健局、CHO が支援していく必要がある。 

2.3.3 非金銭的インセンティブ方法の構築 

これまでも述べてきたとおり、CHPS の重要アクターである住民のかかわり方はボランティアであ

り、活動を維持するための動機づけが課題となっている。これまでも郡保健局によっては独自の活

動をしてきたが、それは郡保健局長の関心や予算の有無にも左右される属人的なものであり、実施

されたりされなかったりという状態であった。コスト面も含めてより効果的で効率的な非インセン
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の参考文書は、実態に即しており、HIAP 導入のための研修が実施できない場合でも、手順通りに行

うことで、HIAP の策定、モニタリングが実施できる内容となっている。GHS 本部は国内全州への展

開に意欲的だったが、導入のための合意形成や、参考文書の印刷、必要に応じた研修の実施などの

予算確保が難しく、全国展開は GHS 本部における今後の課題である。 

2.4.2 HIAPの策定 

N 州再編の影響で 2019 年から 2020 年にかけ、先行した UW 州を除く対象 4 州で順次 HIAP 策定が

開始された。4 州における策定開始にあたり、HIAP 用フォーマットや参考文書を共有したり、UW
州の経験を共有して理解を深め、策定の促進を図った。これら HIAP 策定開始の支援は RCC/郡議会

会議において実施し、その後は毎年 RCC/郡議会会議の場で、州調整協議会、RHMT、郡議会、 

DHMT が HIAP 案を策定した。また、会議の後はプロジェクトが州計画調整ユニット（Regional 
Planning Coordinating Unit：RPCU）と郡計画調整ユニット（District Planning Coordinating Unit: DPCU）

とともに HIAP 策定最終化と進捗管理を支援した。策定された HIAP の活動は主に六つのグループ、

つまり i)インフラ、ii)全国的なキャンペーンの支援、iii)保健資機材の調達、iv)保健関連会議支援、v)
保健従事者への財政支援・動機付け、vi)住民参加活動支援―に分類された。HIAP 活動全体の中で、 

CHPS 施設の建設、病棟の建設、CHPS 施設への電気・水道の接続といったインフラ関連の活動が最

も大きな割合を占めた。その理由は、インフラへのコミュニティのニーズが高いからであった。ま

た、インフラ整備は政治家にとってコミュニティに対して成果を示しやすい分野で、選挙に有利に

なることも理由の一つであった。次に活動量が多かった分野は、保健資機材の調達や、予防接種な

どの全国的なキャンペーンの支援であった。こうしたサービスが拡大する分野や国の優先度が高い

活動を郡議会が支援した。

プロジェクトは HIAP の策定において、内容を郡議会の中期計画から抽出すること、最終化は郡議

会と DHMT の協働を経ることとした。その過程では、既存の計画との一貫性を確保するとともに、 

HIAP 策定のために多くの時間を割かないよう、また複数のフォーマットを使用したり何度も協議を

重ねたりなど複雑なプロセスを含めないよう工夫をした。HIAP 導入により 郡議会と DHMT のコミ 

ュニケーションが円滑になり、両者の協働により保健セクターにおける課題の抽出や優先度決めが容

易になった。これは、州レベルにも同じことが言える。 

5 州は、今後も HIAP を継続することで合意している。HIAP は郡議会の中期計画に基づくものであ

り、郡議会と DHMT の良好な関係とコミュニケーションが既に確立されていることから、支障なく

継続される見込みである。

2.4.3 HIAP実施のモニタリング 

策定した HIAP 実施を、DHMT や RHMT の支援を得て DPCU や RPCU がモニタリングした。この

モニタリングは、フォーマットを使用して活動の進捗状況と財務的な視点からの執行状況を確認す

る。プロジェクトは、TWG によるフォーマットや参考文書の作成と改訂を支援し、四半期モニタリ

ングの実施状況を確認した。HIAP モニタリングを困難にしている要因は、主に DPCU や RPCU の責

任者のコミットメントや関心の欠如である。燃料代などリソースの不足も定期的なモニタリングを

困難にしていた。RCC/郡議会会議ではモニタリングは行ったが、紙ベースのモニタリング・レポー

トをタイムリーに提出できなかったという報告があり、RCC/郡議会会議において対処を協議した。
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ハードコピーの提出が基本であるが、事前にソフトコピーを送付することも可とした。 

5州の各郡は DHQPR会議などで 四半期モニタリングを行っている。HIAPはこのような既存の四半

期モニタリングの一部として組み込まれ、実施されることとなった。  

2.4.4 合同調整協議会（RCC/郡議会会議） 

CHPS や他の保健活動に関する財政や公共財政管理能力の強化を図るため、プロジェクトは州調整

協議会、RHMT、郡議会、DHMT などの関係者を集めた州合同調整協議会を原則年 1 回開催し、

CHPS 計画、予算措置や進捗管理についての経験や課題の共有を支援した。会議は原則年 1 回の開催

のところ、実際には 2 回実施することが多かった。年初の会議では前年の HIAP 実施レビューを主目

的として、各郡が前年 HIAP の実施結果と最終化された当年 HIAP を発表した。年の途中で実施した

会議では、各郡が HIAP 実施の進捗状況を報告し、HIAP 実施を通した知見や教訓、翌年の HIAP 案

を他の郡と共有した。プロジェクトは、本協議会で郡議会が発表する標準テンプレートを作成し、

郡議会間の進捗や課題の共有と理解の促進を図った。 

エンドライン調査で RCC/郡議会会議の意義を問うと「保健問題の理解と優先度付けに役立つ」、

「HIAP への予算配分が増える」、「関係者のコミットメントを高める」、「相互学習、情報交換、

そして健全な競争の場となっている」という回答を得た。また、どのように現実的な計画を策定す

るか、信頼できる予算をベースにどのように実施率を増加させるか、を学ぶ連携会議として機能し

ているという回答もあった。関係者間のコミュニケーションを円滑にし、HIAP を促進する機会とな

っていたと言える。 

プロジェクト期間中、RCC/郡議会会議の開催費用はプロジェクトが支援していた。プロジェクト

終了前には 5州合同の RCC/郡議会会議を実施し、HIAP継続について意見交換を行った。各州は、プ

ロジェクト終了後、それぞれの州で実施する年間および四半期レビュー会議などの機会を活用し、

HIAP の作成、進捗確認、また HIAP に関連する協議を行うことを、各州の州大臣と州保健局長間で

合意している。 

今後の課題と展望 

5 州の対象郡と NE 州の全郡で HIAP が策定・運用されており、州調整協議会、郡議会、州保健局、

郡保健局などの関係者には、相互の円滑なコミュニケーションと、保健セクターにおける課題の抽

出や優先度の高い課題への取り組みができるなどの利点が認識されている。また、各州の上位責任

者は、HIAP の継続に関して州調整協議会など関係協議体の役割や実施項目を記載したコミットメン

ト合意書に署名している。更に、5 州の州大臣が HIAP 参考文書に署名をしており、責任者や担当者

が変わってもこの参考文書に従って HIAP を策定運用していくことが可能となっている。これらのこ

とから、5 州での HIAP の継続が見込まれていると言える。 

プロジェクト対象州外の国内全州への展開については、HIAP 参考文書の最終化の際に GHS 本部と

協議したところ、GHS 本部は意欲的だった。しかし、導入のための合意形成や、HIAP 参考文書の印

刷、必要に応じた研修の実施などの予算確保が難しく、全国展開は GHS 本部における今後の課題で

ある。 





ガーナ国北部 3 州におけるライフコースアプローチに基࡙ࡃ地域保健医療サービス強化プロジェクト

事業報告書

46 

と、人生最ึの 1000 日に力点を置ࡇࡃとで成人後の健康⥔持につながるというつのഃ㠃を持たࡏ

たࠋさらに、C H P S レベルにおいて L C A が↔点を当てるべき対象と活動は、ᅗ 2- 4 のようにᅗ式化

され、ガーナにおける健康的な生活様式とは、ࠕỈ・衛生、安全な⎔ቃ、㣗ရ衛生、健康的な㣗事習

័、㐠動習័、㐺ษな㣧㓇習័、⚗↮ࠖで࠶るという合意をᚓたࠋ

図 2-4：LCAが焦点を当てるべき対象と活動

本定義を基に、L C A 研修プログラムと教材の開発や C H O 、SD H T への能力強化が⾜われ、成果 2

で㏙べたコミュニティにおける地域保健活動の強化が⾜われたࠋ

2.5.2 CHOを対象とした LCA研修教材の開発と能力強化

(1) LCA 研修プログラムと教材の開発

L C A 研修プログラムと教材の開発に࠶たり、ミニマム・パッケージの L C A にヱ当する項目をᢳ出

し、ࡑれを基に次の点に␃意してプログラムと教材を開発したࠋ

 各年㱋ᒙのニーズに合ࡗたサービス提供と、人生最ึの 1000 日に力点を置ࡇࡃとで成人後の

健康⥔持につながるというつの点を明確にするࡇと

 健康的な生活様式の確立（ H e a l t h y  L i f e s t y l e ）の構成要⣲は、Ỉ・衛生、安全な⎔ቃ、㣗ရ衛

生、健康的な㣗事習័、㐠動習័、㐺ษな㣧㓇習័、⚗↮で࠶るࡇとを再確認し、各モジュ

ールの教材作成㐣⛬（ୗ記の質問⚊を含む）の࠶らࡺるとࢁࡇで、ࡇれらの構成要⣲を入れ

込むࡇと

 健康的な生活様式の確立のための質問⚊（H e a l t h y  L i f e s t y l e  Q u e s t i o n n a i r e ）では、学❺・ᛮ

期・成人についての質問項目ࡶポジティブな内容になるように作成し、質問⮬体がヘルスプ

ロモーションにつながるようにするࡇと

 ୡ⏺保健機関（Wo r l d  H e a l t h O r g a n i z a t i o n :  WH O ）や国連ඣ❺基金（ Un i t e d  Na t i o n s  C h i l d r e n ' s  

F u n d :  UNI C EF ）が᥎ዡする、ࠕஙᗂඣの年㱋にᛂࡌた㣗感・ṑࡈたえࠖやࠕ成人の果≀・㔝

⳯ᦤ取㔞 400㹥 / 日ࠖは、Ꮠや⤮で見たࡔけでは分かりにࡃいため、現地の㔝⳯を含ࡔࢇ㣗材

や㔞の写┿を撮影してモジュールにᥖ㍕するࡇと
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に必要な機材の有無、学校保健記録の確認である。プロジェクトが作成したモニタリングツールを

元に、記録類のチェック、血糖値検査等の手技の観察、CHO 本人と地域の学校教師へのインタビュ

ー、機材の在庫チェックが行われた。このモニタリング活動を通じて、BMI 測定の不正確さやヘル

ススクリーニングを実施した患者へのフォローアップ不足など、CHO の弱点や共通する課題が明確

になった。プロジェクトは、CHOの能力強化を含むLCAサービスの改善を州・郡が主体となって実

施するために、アクションプラン策定と実施を州・郡の保健局に働きかけ、2022 年末までのアクシ

ョンプランが策定された。 

これら郡保健局が作成した LCA に関連するアクションプランの実施状況のフォローと、1 回目の

モニタリング結果からの改善状況を確認するために、同じ CHPS ゾーンを対象に 2 回目のモニタリ

ングを 2023 年 4 月下旬に実施した。また、それに合わせて、州・郡レベルから CHO に対する OJT

を兼ねた指導・助言を行った。結果として、前回と共通の課題とともに、上層機関への報告や郡レ

ベルの監督の不十分さなど、新たな課題も浮かんだ。今後、亜郡や郡によるサポーティブ・スーパ

ービションを通して、継続的な CHO の能力向上のために現場指導する仕組みづくりが求められる。 

2回目のモニタリング結果は、フィードバック会議を設け、UW州の 885人の保健スタッフ（CHO、

亜郡、郡）に共有した。現場で確認された CHO のスキル等、共通する弱点克服を促すとともに、

LCA サービスの継続的な改善に向けたアクションプランを亜郡と郡の両レベルで作成した。亜郡レ

ベルでは、CHPS ゾーンでの個々の LCA サービスを質的・量的に向上させる取り組み、郡レベルで

は、例えば BMI 測定等の共通する課題を抽出した上で、スキル・サービスを向上するための郡挙げ

ての取り組みに焦点を当てている。作成されたアクションプランを逐次モニタリングし持続させる

ことが肝要である。そのためには、州と郡の年間の全体活動計画に入れ込むことで、プロジェクト

終了後も活動の継続性を担保できる。 

州・郡・亜郡で作成された LCA に関するアクションプランは、プロジェクト終了後も州や郡の担

当者が中心となって継続的にモニターされる予定である。 

(2) 今後の課題と展望 

 CHO/SDHT 現職研修後の 2 回にわたるモニタリングを通じて、BMI の計算間違いやリスク患者の

フォローアップ不足など、CHO のスキル不足が浮き彫りとなった。今後の継続的な能力強化や改善

を推進するために、州・郡・亜郡レベルで各々策定したアクションプランを基に活動を進めていく

必要がある。GHS のシステム上、上位機関が下位機関（州保健局であれば郡保健局）に対し監督す

る責任を有しているため、サポーティブ・スーパービジョンの機会を使って LCA サービスに関する

継続的な指導・モニタリングをすること、また大きな会議の場で進捗を確認することが期待される。

実際、UW 州では LCA サービスを強化することが合意されており、策定されたアクションプランを

州や郡の年間活動計画に組み込むこと、また半期と年次のレビュー会議を通じてアクションプラン

の実施状況を確認することとしている。各レベルの関係者を巻き込むことで、CHO に共通する課題

への対策や持続性のある能力強化に寄与できる。 
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第3章 プロジェクト目標と各成果の達成度 

3.1 プロジェクト目標の達成状況 

6 年間にわたる活動の結果、プロジェクトはプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）で設

定されたプロジェクト目標、成果 1から 4までの指標を概ね達成することができた。達成度の定義は

次のとおり。 

達成：目標値到達 
ほぼ達成：目標値との差が 20 ポイント未満 
未達成：目標値との差が 20 ポイント以上。 

以下では、それぞれの達成状況について述べる。 

3.1.1 プロジェクト目標の概要と達成状況 

本プロジェクトのプロジェクト目標とその指標は以下のとおりである。各指標は若干の課題がある

ものの概ね達成できている。各指標の達成状況の詳細は表に続いて述べる。 
【プロジェクト目標】ライフコースアプローチ（LCA）に基づく地域保健サービスが強化される。 
【指標 1】機能する駐在地域保健師による基本的保健医療計画・サービス（CHPS）へのアクセスのあ

る住民の割合（が増加する）。 
【指標 2】CHPS 実施率が増加する。 
【指標 3】LCA 活動を行っている CHPS の割合がアッパーウエスト州（UW 州）で増加する。 

3.1.2 プロジェクト目標の各指標の達成状況 

(1) 指標 1 の達成状況 

指標 1 は機能する CHPS ゾーンへのアクセスの改善を目的としており、本指標は上位目標と指標 2

のサブ指標（2-2）と同じものである。「機能する CHPS ゾーン」の定義は、本報告書第 1 章の「ボ

ックス 1-1 CHPS 政策に関する基礎情報」（p. 1）を参照されたい。 
州別の達成状況を表 3-1 にまとめた。UW 州、アッパーイースト州（UE 州）ともに目標値の 100%

にほぼ到達している。残りの 3州は目標値達成には至らなかったものの、ノーザン州（N州）、サバ

ナ州（S 州）は目標値との差が 15 ポイント以内にあること、またこれら 3 州の開始時のベースライ

ン値が 10％以下と著しく低かった状況を踏まえると、3州の CHPSへの住民アクセスは大きく改善し

たと言える。本プロジェクトを通じて機能する CHPS へアクセスできる住民の数は、2023 年第 1 四

半期で UW 州 929,474 人、UE 州 1,353,396 人、N 州 1,076,452 人、ノース・イースト州（NE 州）

319,425 人、S 州 443,424 人で、計 4,122,171 人（約 412 万人）となった。2017 年では計 1,105,968 人

（約 111 万人）であり、4 倍近くに増えた。 
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施設の細分化と新規配置、さらに CHO 養成と CHPS 施設への配置が戦略的に進められるようになっ

た。指標 1、2 は一番の課題であるスタッフの配置に重きを置いているが、成果 1 を中心としたプロ

ジェクト活動、特に CHPS-DB の開発と継続的な CHO 養成システムの導入の結果、目標をほぼ達成

することができた。一方、指標 1 と指標 2-2 が N 州、NE 州、S 州の 3 州で達成できなかったのは、

新州創設の影響が大きかった。分割された新しい行政体制の構築に時間を要し、さらに、新体制へ

の移行に伴い、州の運営管理が不安定だったため、プロジェクトの介入も UE 州や UW 州より 2 年

遅れての開始となった。 

指標 2-1 で N州や S州が達成できなかった要因は、2 州が CHPS の細分化を優先事項として取り組

んできたことが考えられる。細分化が進むことで CHPS ゾーン数が増加する一方、サービスを開始

するための GHS による人材雇用と配置が追い付かないという現状があった。また、S 州では、人材

不足のほかに特定の施設にスタッフの配置が偏在しているなどの問題も確認された。プロジェクト

は、これら 3 州に対して州 CHPS ユニットや担当者に配置を急ぐよう働きかけ、関係者へのオリエ

ンテーションやCHPSデータの整備を支援してきた。これにより、各州ではデータに基づいたCHPS

実施戦略、特に CHO養成計画の策定を開始することが可能となったものの、プロジェクト終了時ま

でに目標値を達成できなかった指標もある。 

未達成となった要因として、①保健省による CHNの雇用が適切に行われていないこと、②持続性

優先して郡の自主性を尊重し、CHO の養成・配置までプロジェクトによる支援を最低限に抑えたた

め活動に遅れが生じたこと―という点が考えられる。しかし、これら 3 州は CHPS 実施計画を策定

し直し、現在も実施を着実に進めていることから、本目標値が達成されるのも時間の問題であると

考える。  

指標 3は、CHPS レベルでの LCA サービスの強化を目指しており、成果 4 とも大きく関わってい

る。LCA のコンセプトがガーナで取り入れられてから日が浅い中、プロジェクトは UW 州を対象

として、1）LCA 関連サービスの取り組みが強化されること、2）LCA のコンポーネントを含む

CHPS レベルの保健サービスとしてミニマム・パッケージが開発され国家承認が得られること、の

二つのサブ指標を掲げてきた。1）に関しては、LCA 研修用の教材を作成後、パイロットとして現

職の CHO 及び SDHT スタッフ向けに理論と実習を含む研修を計 4 回にわたり実施した。1 回目と 2

回目の現職研修は、教材作成のパイロットとして当初計画より小規模で実施し、3 回目と 4 回目の

研修は、カウンターパート（CP）の要望を受け、SDHT よりも現場で活動する CHO の能力強化を

優先した。その結果、SDHT スタッフの数は目標値に満たなかったものの達成には近づけた。その

他、設定指標とは別に、UW 州保健局からの要請を受け、研修を受けていない残りの CHO を対象

に各郡で 1 日間の研修実施を支援した。これにより、目標値よりも多くの CHO を対象に LCA 研修

を通した能力強化ができた。なお、研修ごとに教材やモジュールの構成の見直しを行う中で、研修

の質を上げることにも重点を置き、講師となる各ファシリテーターの能力強化も図った。研修後の

LCAサービスの実践に関しては、過去 1年以内で対象地域の全学校及びコミュニティで健診を実施

した CHPS ゾーンの割合は指標を達成した。研修を受けた CHO が自らの役割を認識するとともに、

研修によって知識・スキルが上がったことが実践につながったと考えられる。他方、CHO の能力

を測ることと、患者への健診とフォローアップの結果の適切な記録については、一部指標が未達と

なった。BMIの測定、患者へのカウンセリングやリファラル後のフォローアップが十分でない状況

がヘルススクリーニング・レジスターの記録結果からうかがえた。これは、CHO の能力不足と業
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務負荷、現場のリソース・標準文書・LCA データの適切使用に関する知識・意識の不足などが影

響したと思われる。詳細は成果 4 で示す。もう一つのサブ指標として設定されているミニマム・パ

ッケージ関連指標については、2022 年に GHS本部から普及に向けた承認を受け、その後 LCA研修

教材の理論パートと実習パートがプレ・サービス研修教材や郡 CHO オリエンテーションのフィー

ルド実習ガイドにそれぞれ統合された（成果 1 参照）。早い時期から、州レベルに加え GHS 本部

を巻き込みニーズを引き出したことが寄与したと考えられる。 

3.2 成果 0に関する指標の達成状況 

3.2.1 成果 0の概要と達成状況 

本プロジェクトの成果 0 とその指標は以下のとおりである。指標 0-2 が一部未達成であるが、合同

調整委員会（JCC）や報告書関連については達成した。 

 

【成果 0】 
プロジェクトが定期的にモニタリング・評価され、好事例や学びが普及のために他州や

GHS 本部と共有される。 
 

【指標 0-1】JCC が少なくとも年 1 回開催される。 達成 

【指標 0-2】プロジェクト期間中に実施された技術交流活動の数。 ほぼ達成 

【指標 0-3】GHS本部はモニタリングシート（年 2回）と進捗報告書（討議議事録（R/D）

に規定）を受け取る。 
達成 

3.2.2 成果 0の各指標の達成状況 

成果 0 は、プロジェクトの管理・モニタリング活動に関するものである。プロジェクトは、最高

意思決定会議である JCC のほか、5 州レベルの州調整会議や各州での実務レベルの調整を目的にし

た州マネジメント会議を定期的に実施してきた。さらに、郡レベルでプロジェクトへの理解を深め

るため、郡保健局長を対象とした郡保健マネジメントチーム会議も必要に応じて開催した。【指標

0-1】に関しては、6年間のプロジェクト期間中、計 9回の JCCを開催した。【指標 0-2】の技術交流

は、GHS 中央によるモニタリング・ツアーを 2 回、また JCC に合わせて開催地の州でスタディツア

ーを計 4 回、その他各成果活動での州・郡内外での合同会議や視察交流を実施してきた。なお、各

州でのスタディツアーに関しては、当初 2 回目以降の JCC と同時に行うことになっていたが、新型

コロナウイルス感染拡大とプロジェクト対象地域の治安悪化の影響から、実施を控えることとなり、

当初の計画より少ない回数の実施となった。【指標 0-3】に関しては、半年ごとのモニタリングシー

トと進捗報告書（各年）を CP と共に作成し、関係者へ配布した。 

3.2.3 成果 0の指標達成に関する分析と考察 

成果 0 では、指標にある JCC の実施や好事例・教訓の共有に加え、指標にはないが GHS との関係

を強化し、州や郡レベルと合意形成しつつ活動を進めた。これらがいくつかの活動を短期間で全国

普及まで進めることができた理由である 
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このような期待以上の指標達成に至った促進要因として二つのことが考えられる。一つは、プロ

ジェクトによる関係者の適切な巻き込みだった。プロジェクトの活動は中央省庁のある首都アクラ

から地理的に離れた北部での活動ではあったが、活動開始当初から GHS 本部の関係部署や MOH、

ガーナ看護師・助産師協会（N&MC）との連携や活動への巻き込みを意識的に進めてきた。CHO 養

成研修では、郡保健局長を研修講師に据え、SDHT 職員や看護師養成学校の講師をオブザーバーと

して参加させることで CHPS サービスの理解促進を図った。GHS・MOH 関係者との SS やリファラ

ルに関する会議では、プロジェクト対象の州・郡、SDHT 職員の参加を促し、現場の声を直接届け

ることで、プロジェクト活動に対する中央関係者の理解をより深めることができた。 

二つ目の促進要因としては、本成果活動が現場の戦略とニーズに合致していたことが挙げられる。

プロジェクトが実施したエンドライン調査の結果でも、成果 1 の活動は国の政策と合わせた妥当性、

活動の効果、効率性、インパクトの面で CP から特に高い評価を得ている。CHPS-DB は CHPS 戦略

を進める GHS にとって CHPS 施設の人材・施設・機材やサービス状況を可視化して分析できるツー

ルとして必要不可欠であった。また、プレ・サービスや郡 CHO オリエンテーションは郡の CHO 不

足と CHO 養成に掛かる研修コストの問題という難題に対する解決策を提供した。SS やリファラル

に関しても、政府の UHC達成に向けた新しいロードマップであるネットワーク・オブ・プラクティ

ス（NOPs）プログラムの方向性と一致しており、プロジェクトが進めてきた CHPS を中心とした

SDHT や病院間の連携強化の仕組みが GHS 本部を含む CP に高く評価されたと言える。これらは対

象州の CP が活動を積極的に進めていく上での動機付けにもつながった。 

 その一方、本成果の指標達成を難しくした要因もある。指標の達成に至らなかった SS、リファ

ラル、DHQPR は全て N 州、NE 州、S 州に偏っているが、これは前項「3.2.3 プロジェクト目標達成

にかかる分析・考察」でも記載した新州創設に関する影響もあると考える。新体制構築にあたり、

N 州を中心とした CP 側の組織体制が安定しておらず、UW 州や UE 州のような州 CHPS ユニットを

中心とした郡へのモニタリング・支援体制が期待したレベルまで構築できなかった。リファラルに

関しては、特にフィードバックの改善に苦戦した。現場で活動を進める中で、CHPS 施設のリファ

ラルの多くが病院に向けられているという、当初の想定と大きく異なる現状があったことが要因に

ある。病院職員に対する研修やフォローアップが必要な状況だったが、当プロジェクトのスコープ

はあくまでも CHPS 施設にあり、プロジェクトの限られた活動期間やリソースを踏まえると病院へ

の介入は限定的にならざるを得なかった。N 州では、タマレ教育病院を始め、第 2 次レベルの病院

が複数集中している状況があり、リファラル・フィードバックに関する活動をさらに難しくさせた。

このような状況下、プロジェクトは病院への個別訪問やオリエンテーション、州や郡での定期会議

への巻き込みなど、出来る限りの対応を行った。その他、指標は達成したものの、(2)のリファラル

手順及びガイドラインに基づいたリファラルの実施についても課題が残る。現場 CHPS 施設におけ

る不適切な書類管理や発注申請の不備によるリファラル様式などのリソース不足が、特に N 州で確

認されている。これらは職員の意識や理解不足が要因として考えられており、CP からは州や郡リフ

ァラルコーディネーターによる定期的なモニタリングや SSを通した指導監督の強化が対応策として

述べられている。また、リファラルに関しては新規・現職員への定期的かつ継続的なオリエンテー

ションの重要性も共有された。現在国は新リファラル政策・ガイドラインの整備を進めており、公

布においては全州で職員へのオリエンテーションが実施される可能性があるという。また、NOPsプ
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ログラムに関連した活動や研修も今後実施されていくことが想定される。CPs とはこうした今後の

機会を有効に活用し、リファラル強化に継続して取り組んでいく方向性を確認している。 

また、SS に関しては先行の JICA プロジェクトや韓国国際協力団（KOICA）によるスーパービジ

ョン、郡四半期会議を経験してきた UW 州と UE 州と違い、N 州を含む 3 州が SS のコンセプトやア

プローチ、重要性を理解するのに時間を要した。3 州への対策として、プロジェクトは州・郡レベ

ルの関係者の活動理解を促進することを目的に「郡保健マネジメントチーム会議」を開催したが、

その効果は十分ではなかったと言える。その他、新型コロナウイルス感染症の拡大や治安上の理由

による日本人専門家の渡航制限も少なからず影響している。なお、これらの要因への具体的な対応

や工夫、提言については次章以降で述べたい。 

3.4 成果 2に関する指標の達成状況 

3.4.1 成果 2の概要と達成状況 

成果 2は、CHPSのコミュニティ活動の強化に関連している。本成果の指標は、プロジェクト目標

の指標 1 と指標 2-2 の「機能している CHPS ゾーンの割合の増加」の達成に深く関わっており、ま

た、プロジェクト指標 3-1 の「LCA 関連のサービスを行う機能する CHPS の割合」の達成にも関連

している。成果 2 とその指標は下記のとおりである。 
 
【成果 2】 
CHPS のコミュニティ活動が強化される。 

 

【指標 2-1】コミュニティ活動を活発に実施している CHMC の数が増加する。 ほぼ達成 
【指標 2-2】地域保健活動計画（CHAP）を四半期ごとにアップデートしている CHPSゾー

ンの割合が増加する。 
未達成 

【指標 2-3】ライフコースアプローチ活動を含んだ CHAP を四半期ごとにアップデートし

ている CHPS ゾーンの割合が UW 州で増加する。 
達成 

 
指標 2-1は、プロジェクト対象北部 5州を対象としており、そのうち 4州で目標を達成した。指標

2-2 も北部 5 州が対象だが、全 5 州において達成できなかった。UW 州のみを対象とした指標 2-3 は

目標値を大きく超えて達成した。以下指標ごとの詳細を述べる。 

3.4.2 成果 2の各指標の達成状況 

(1) 指標 2-1 の達成状況 
本指標は、コミュニティ活動を活発に実施している CHMC の数である。この「活動を活発に実施

している CHMC」の存在は、機能する CHPSの条件の一つであり。DHIMS 2と CHPS-DBではこの定

義を「過去 3 か月内に最低一回 CHMC 会議を開催している」としている。指標の目標値は、細分化

された CHPS 数をベースとしており、UW州と UE州については、細分化された CHPSすべて（100%）

において、CHMC が活発に活動していることを目標とした。他の 3 州については、細分化された

CHPS の 60%～75%を目標値とした。 
本指標については、表 3-13で示すとおり、NE州以外の 4州で達成された。UW州と UE州について

は、州内の細分化された CHPS ゾーンすべてにおいて四半期に一度 CHMC 会議が開催されたことと

なる。これによって、プロジェクト目標の指標である機能しているCHPSゾーンの増加に貢献した。 
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これに関連するもう一つの阻害要因として、CHMC/CHV 研修の開始時期の遅れが挙げられる。

CHMC/CHV研修教材がGHSの社会・行動変容コミュニケーション技術検討委員会（SBCC TRC）に

よって承認されたのが 2020年 12月であり、本教材を活用した第 1回の研修は 2021年 8月であった。

その後新型コロナ感染症拡大中はコミュニティでの活動は難しく、研修対象の CHPS が拡大された

のは 2022 年 8 月以降となった。エンドライン調査の実施が同年 10～11 月だったことから、

CHMC/CHV 研修の成果は、エンドライン調査時や 2023 年第 1 四半期にはまだ見えなかった。 

成果 2 の直接介入の対象であった UW 州と他 4 州の目標達成度に違いがあまり見られない点につ

いては、既に述べたように、CHMC の活動の活発化や CHAP のアップデートは CHO の配置状況や

関心、能力によるところが大きく、本成果の介入よりも全 5 州を対象とした CHO 研修の成果が反映

されたからだと言える。 

また、指標 2-1 と 2-2 ともに比較的達成度が低かった NE 州、S 州については、成果 1 で示した通

り、CHO の配置の遅れとともに、能力強化された CHO の不足が影響した。 

以上の点を踏まえて、プロジェクト活動の達成レベル、課題と今後の展望をまとめると、本成果

では CHMC/CHV に対する能力強化のための研修プログラムや教材の開発と作成、そしてその研修

講師としての CHO の能力強化ができた。一方、CHMC や CHV に対する研修の開始が遅れ、CHMC

や CHV の能力強化はプロジェクト期間中にはすべてはできず今後の課題として残された。しかし、

プロジェクトが開発した研修プログラムや教材を GHS の政策計画・モニタリング・評価局

（PPMED）局長や他の開発パートナーが活用し、能力強化された CHO を通じて CHMC 研修を継続

することが確定している。さらに、非金銭的インセンティブ活動が制度化され、CHMCやCHVの動

機が維持できると考える。このアプローチを通じて今後指標 2-1, 2-2, 2-3 に関する成果が発現するこ

とが期待され、上位目標の指標である「機能する CHPS の増加」に貢献できると考える。 

3.5 成果 3に関する指標の達成状況 

3.5.1 成果 3の概要と達成状況 

成果 3 は、地方行政が GHS の支援に基づき保健統合年次活動計画（HIAP）の策定から実施を促進

することを狙ったものである。5州で実施されているが、N 州、S州、NE州での実施はパイロット郡

のみの実施である。成果 3 とその指標は以下のとおりである。 
【成果 3】 
地方政府および関係者による CHPS のガバナンスが強化される。 

 

【指標 3-1】HIAP を策定して費用を見積もった郡の割合が増加する。 ほぼ達成 
【指標 3-2】指標 3-1 における HIAP の実施を州計画調整ユニット（RPCU）と郡計画調整

ユニット（DPCU）が四半期ごとにモニタリングする郡の割合が増加する。 
下記 

詳細参照 
【指標 3-3】HIAP に即して実施される活動の割合が増加する。 未達成 
 

成果 3 では、プロジェクトが HIAP 策定やモニタリングの様式、参考資料を開発したことにより、

各郡で予算を含めた HIAP の策定がなされるようになり、モニタリングが促進された。これらはプ

ロジェクト介入による効果と言える。一方で、実施面では郡議会が資金の滞りなど課題を抱えてお

り、プロジェクトの介入が難しい部分でもあることから目標値には達していない。以下指標ごとの

詳細を述べる。 
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る。計画段階において、現実的で実施可能な計画、特に調達しやすい資金に基づく実施計画を策定

することが重要である。また、リーダーの理解が実施に影響するため、上位の責任者の理解やコミ

ットメントも促進要因となる。先に述べた通り NE 州では実務者の HIAPへの関心が高く、上位の責

任者のコミットメントにより、目標近いレベルまで達した例もある。主要な阻害要因となったのは

資金調達であった。中央政府から郡議会に流れている郡議会共同基金（District Assembly Common 
Fund: DACF）は支給に遅れが出ることが多いため、郡議会でより確実に資金確保が可能なレスポン

シブ・ファクター・グラント（RFG）、または郡会開発基金（DDF）を資金源とした HIAP 計画の

方が実施を担保できる。なお、HIAP の活動の中には、CHPS 施設の建設や改修なども含まれており、

完了までには複数年を要する。CP の方針で、建設や改修は進捗率の計測が複雑になるため完了まで

実施済み活動に含めないこととなった。そのため、建設が継続されている経過年においては、実施

を 0（ゼロ）とカウントする。このことが、当初の想定よりも低い実施率に留まった理由の一つと

考えられる。 

3.6 成果 4に関する指標の達成状況 

3.6.1 成果 4の概要と達成状況 

成果 4 は、ガーナ初となるライフコースアプローチ（LCA）活動の本格導入を目指した介入であ

る。成果 4 の内容と各指標は以下のとおり。 

 
【成果 4】 
ライフコースアプローチが CHPS のミニマム・サービス・パッケージの中で取り組まれる

ようになる。 

 

【指標 4-1】LCA に焦点を当てたミニマム・サービス・パッケージ が開発される。 達成 
【指標 4-2】LCA が CHPS でのサービスに係る研修に統合される。 達成 
【指標 4-3】CHPS レベルでの LCA に焦点を当てた保健サービスの提供が強化される。 ほぼ達成 
【指標 4-4】最初の 3 か月での産前健診、熟練者による出産、産後 48 時間以内の産後健診

を受ける妊産婦の割合が全ての州で XX％に増加する。 
下記 

詳細参照 
 
指標 4-1 と 4-2 は達成したが、指標 4-3 の目標値が一部達成できなかった。指標 4-3 に関しては、

CHO のスキルによるところが大きく、土台となる経験値を積み上げて能力を強化し意識を向上させ

るにはさらに時間を要する。また、指標 4-4 は母子保健にかかる指標であり、より多くの要素と絡

んでいる。こうした中プロジェクトは、LCA を中心とした活動によって改善を促進してきた。 

概して、プロジェクトで可能な活動は全て実施し、LCA 活動の導入・普及という観点では十分成

果を達成したと言える。以下指標ごとの詳細を述べる。 

3.6.2 成果 4の各指標の達成状況 

(1) 指標 4-1 の達成状況 

 指標4-1は、プロジェクト目標3-2にあるとおり、ガーナにおけるLCAに焦点を当てたミニマム・

パッケージ開発として、ツールを含む教材やマニュアルを作成することである。活動スケジュール

に従い LCA に関する教材資料及びツールを作成し、全国普及用の資料として承認され指標を達成し

た。詳細は、プロジェクト目標の「指標 3 の達成状況」（指標 3-2）のとおり。 
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に、CHO や上層機関の SDHT・DHMT と課題を共有し、コミットメントを表明してもらうためのフ

ィードバック会議を実施した。この会合を通じて、参加者は CHO のスキル強化や環境改善のための

保健行動計画を作成した。全体で課題を共有し解決策を模索したことは、今後の状況改善に向けた

動きにつながると考える。また、上層機関からのスーパービジョンが不十分である点については、

成果 1の今後の課題と展望でも取り上げたとおり、CHPSを対象としたサポーティブ・スーパービジ

ョン時に、LCA サービスのパフォーマンスの確認項目を設け中身を充実させることや、訪問時の

OJT を実施することにより、CHO の継続的な能力強化に寄与できると考える。資材の不足に関して

は、主に血糖値検査用キットを郡や SDHT レベルで十分に確保する必要がある。検査費用が住民に

とって高額で、支払いの壁になっている状況を打開するには、糖尿病等、非感染性疾患のリスクを

訴え、国の健康保険サービスでカバーされるように推進する必要もある。こうした問題意識は、す

でに GHS 本部と共有済みである。 
指標 4-4 の母子保健関連については、州の年間レビュー会議で改善状況の確認を続ける必要があ

る。妊婦や親族の保健サービス受診に対する意識の欠如や助産師の不足、そして思春期におけるケ

アの不足が阻害要因の一つと考えられる。これを改善するためには、産前・産後検診における母親

や取り巻く家族への教育、学校での思春期保健教育の強化、CHPS への助産師の配置を増やすこと

が推奨される。ただし、特に妊産婦・乳幼児死亡率については、CHPSへのアクセスや CHPSサービ

スの質が改善したとしても、CHPS から母子のリファラル先となるヘルス・センターや病院など、

臨床施設の質の問題に寄与するところが大きく、顕著な改善には至っていないのが実情である。 

最後に、プロジェクトが開発したヘルススクリーニング・レジスターに関する課題を取り上げる。

レジスター活用の推進は、住民の定期的な健康管理を促進し、リスクへの対処や疾患の早期発見を

可能にする。他方、国が推進するウェルネス・クリニックとの連携は限定的である。既述のとおり、

これまでプロジェクトは、PDM指標データの収集のために開発したレジスターについては、GHS本

部の担当部局である PHD とレジスターを共有し、ウェルネス・クリニックの標準フォームとして使

用検討できるか提案してきたが議論が十分にできていない。今後、患者を対象とした非感染性疾患

データ以外に、リスク人口、つまり境界例に関するデータを取得する必要性含め、国としての議論

が進む見込みである。その際本レジスターの効果・有用性が関係者に共有され、ウェルネス・クリ

ニックへの統合と合わせて、国の承認に結び付けることが期待される。そのためにも、UW 州や S

州で継続的に実施する LCA サービスを通じて収集されるスクリーニングデータをまとめて GHS 本

部に示すことは、今後の国のアクションを促す意味でも有用である。CHPS レベルでのヘルススク

リーニングの導入・実施は、政策策定にも有効なエビデンスを提供できる。州及び郡レベルからは、

治療だけではなく予防のために保健医療施設を利用しようというコミュニティ住民の意識と行動の

変化が報告され、CHO によるスクリーニング検査能力と患者サービスの質が向上し、上層機関への

定期報告も促進されるなど、ポジティブな声が届いている。 

3.7 カウンターパートによるプロジェクト活動の評価 

3.7.1  プロジェクト活動の評価の概要 

2022 年に実施したエンドライン調査の一部として、プロジェクト活動の評価を CP に要請した。経

済協力開発機構（Organization for Economic Co-operation and Development: OECD）/ 開発援助委員会
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CHPS データベースとその普及に関するスコアは、全てのクライテリアで高かった。カウンターパ

ートから、CHPS 実施において、CHPS-DB が、意思決定、サービスのギャップの改善、実施の標準

化に寄与したとのコメントがあった。 

CHO 養成に関係する活動については、調和された CHO 養成研修と郡 CHO オリエンテーションは、

両方とも妥当性が高く、郡 CHO オリエンテーションは持続性、インパクト、効率性でも高いスコア

を上げた。郡 CHO オリエンテーションは、調和された CHO 養成研修と比べ低コストで、運営準備

の手間が軽減されることが評価された。プレ・サービス研修は他の 2研修に比べて妥当性、一貫性・

整合性、有効性がやや低い。これは、卒業から配属までの時間差があり、再研修が必要であるため

である。 

リファラル介入では妥当性、一貫性・整合性、有効性が高く、インパクトと効率性は低かった。

リファラル機能の改善には、救急搬送システムの改善や、患者をリファーする費用に対しての検討

が必要とのコメントがあった。 

サポーティブ・スーパービジョン（SS）の介入に関しては、妥当性と有効性が高く、持続性とイ

ンパクトは比較的低いスコアであった。GHS 本部は、保健施設の臨床サービスを強化するために SS

を国の政策として推進しているが、SS モニタリングを持続的に行うための資金の確保は課題である。 

 郡保健四半期パフォーマンス・レビュー会議（DHQPR）は、一貫性・整合性、妥当性、有効性が

比較的高く、インパクトや持続性、効率性は低い。DHQPR は GHS の郡の全レベルと関係者間での

情報共有と問題解決の機会として、モニタリング訪問のバックアップ・システムとなりうるが、実

施費用の問題を多くの回答者が指摘している。  

(2) 成果 2 の活動の評価 

住民参加促進に関する CHO/SDHT 現職研修、CHAP と LCA に関する CHMC/CHV 研修、LCA の啓

発活動は、妥当性と有効性において比較的高いスコアとなり、それに比較すると一貫性・整合性、

インパクト、持続性の評価は低かった。コミュニティ自身による保健状況の改善を促すことは、

CHPS 実施の要となる戦略であるが、持続性を担保し多数のコミュニティをカバーできる能力強化の

方法はまだ確立されていない。  

非金銭的インセンティブ活動に関しては、妥当性、有効性は高スコアであるが、他の 4項目のスコ

アは低い。CHPS 実施支援のための CHV のモチベーションを上げるため、プロジェクトでは非金銭

的インセンティブの抽出を行ったが、持続性を担保したシステムはまだ開発されていない。 

(3) 成果 3 の活動の評価 

RCC や郡議会に対する HIAP 介入に関する妥当性は高く、郡議会や RCC が質の良いサービスのた

めに CHPS にリソースを供給することが期待されている。一方で、RCC や郡議会 のコミットメント

や、RCC による HIAP のフォローの欠如、郡議会と郡保健局の協力の欠如が指摘されており、HIAP

活動に対する低い評価につながっている。 

(4) 成果 4 の活動の評価 
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CHPS の基本サービスへの LCA の組み込みに関しては、全般的に高いスコアである。GHS 本部は

大きな疾病構造変化に応えるため LCA 関連のサービス強化や保健スタッフの研修教材を必要として

おり、プロジェクトはそのニーズにタイムリーに応えている。CHO の LCA に関する知識は、CHO 

/SDHT 現職研修で改善したが、研修後のモニタリングでは、スキルの不足や不適切な実践が見られ

た。LCA が CHO 養成の教材に組み込まれたことで持続性は担保されている。  

3.7.3 CPから提示された学びと提案 

・ CHPS データベースについて：新たにCHPSのフォーカル・パーソンになるスタッフへのオリエ

ンテーションはデータの正確性を担保するために州保健局が責任をもって実施するべきである。

また、効果的なCHPSデータの活用を進めるために、郡議会や開発パートナーにデータを共有す

るべきである。

・ CHO養成システムについて：CHO養成の方法はリソースや状況に応じて柔軟に選択されるべきで

ある。方法としては、「調和されたCHO養成研修のみ」、「郡CHOオリエンテーションの

み」、「調和されたCHO養成研修と郡CHOオリエンテーションの組み合わせ」、「プレ・サービ

ス研修と郡CHOオリエンテーションの組み合わせ」が考えられる。また、CHN不足の解決策とし

て、准看護師や助産師を訓練して、CHOのサービスが提供できるように訓練することも検討する

必要がある。

・ リファラルについて：リファラル・フィードバック率の低さは多くの国で共通の課題であり、

フィードバック率の可視化は状況の改善に役立つ。CHPSがケースのフォローアップ施設として、

重要な役割を果たすために、CHOはフィードバックを受け取った後のフォローについても訓練さ

れるべきである。

・ コミュニティの能力強化について：コミュニティの能力強化のためには、直接の介入ではなく、 

CHOの能力強化を通じた間接的な介入がより持続的なものとなる。そのためには、持続性のある

質の良いCHOの養成研修を行うことが一つの解決策となる。また、GHS本部はいくつかの非金銭

的インセンティブ活動の導入を義務化すべきである。

・ HIAPについて：GHS本部は HIAPの実施状況を年次レビュー会議の議題に入れ込むなどにより、 

HIAP実施を義務化すべきである。また、郡保健局と郡議会の良好なコミュニケーションと情報共

有は、HIAPに適切な保健計画を入れ込むためには不可欠である。DHMT は DA をレビュー会議に

招待して、保健情報の共有を促進すべきである。

・ LCA 活動について：非感染性疾患を予防し、CHOのスキルを改善する場として、ウェルネス・

クリニックの質の改善と促進が望まれる。また、質を伴った健診記録を残すことは来るべき疾

病構造の変化を知るためにも必要である。その記録は郡や州レベルで収集し、予防戦略を立て

るのに活用する必要がある。さらに、CHOのスキルのモニタリングは質の良いLCAサービスを

行うのに必須である。郡はどのようにモニタリングを継続するのか検討する必要がある。
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5.2 上位目標の達成に向けての提言 

上位目標の達成には、CHPSサービスへのアクセスの改善と、住民による CHPSサービスの利用促

進の二つの側面からのアプローチが求められる。この二つの側面について、継続性の担保と活動か

ら得た課題や解決策を基に、以下提言したい。 

5.2.1 CHPSサービスへのアクセスの改善 

CHPS サービスへのアクセスの改善のためには、プロジェクトが導入した CHPS-DB の適切な運用

が基盤となる。CHPS のデータが適切に収集、管理され、そのデータを GHS が適切に活用し、計画

的に人材養成や人材配置、CHPS 施設の建設と機材、交通手段の提供、住民参加促進を図ることが

求められる。施設建設と機材配置、交通手段の提供については、州・郡議会との連携も重要な鍵と

なる。この改善に向け、各関係者がとるべき措置を以下に示す。 

(1) CHPS データベースの継続的な運用と管理体制の強化（GHS 本部政策計画・モニタリング・評価

局（ PPMED）局長） 

本データベースが継続して全国で運用、活用されるためには、GHSの担当者が各州でのCHPS-DB

を更新し、かつ郡保健情報管理システム 2（DHIMS 2）のデータ入力に活用することと、GHS 本部

によるモニタリングが必要である。また、本データベースの活用において他の開発パートナーとの

協調も重要であり、パートナー機関に本システムの意義や重要性を理解してもらう働きかけが重要

となる。全国における CHPS-DB の運用・活用については PPMED も合意し積極的に協力している。 

 また、CHPS における適切な人材、施設、機材配置のためには、データが適切に収集、管理され

ていることが前提であり、データ管理職員の能力強化とともに交代時の引き継ぎを適切に行う必要

がある。プロジェクト期間中に全国 16 州で CHPS-DB の能力強化研修が行われ、プロジェクト終了

時には、PPMED の主導による 16 州を対象としたフィードバック会議も開催された。このような研

修や会議を定期的に開催し、職員の質を維持する必要がある。またそのためには、PPMED が主導し、

他の開発パートナーとも協力しながら本データベースおよびその研修が適切に運営される体制を整

える必要がある。また、本データベースの分析結果を州・郡保健局や人材局、看護師養成学校、

州・郡議会といった関係機関に適切に共有する仕組みを強化することが必要である。 

(2) CHPS データベースを活用した人材養成の計画と研修実施の強化（州・郡保健局長） 
州保健局は、データの分析結果を基に、各郡に配置が必要な CHO 数を導き出し、各郡保健局に対

して、CHO 養成のための研修計画を策定するよう求める必要がある。また郡保健局は、この計画を

基に、州保健局からの支援も得ながら、郡 CHO オリエンテーション等の研修を実施する。現状では、

郡のリソース（人材、郡 CHO オリエンテーションが実施可能な CHPS 数など）にばらつきがあるた

め、この事情も考慮しながら、州保健局主導で実施状況をモニタリングする必要がある。同様に、

区分されたもののサービス提供が開始されていないCHPSを抽出し、その原因と解決策を特定し対応

を図る必要がある。GHS、保健省（MOH）ともに人材不足については認識しているが、国家予算不

足により適時に人材配置されない状況がある。そのため、ネットワーク・オブ・プラクティス

（NOPs）の予算を CHPS 強化に向けて活用するなどの方向で調整する必要がある。 
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(3) CHO のキャリアパスの検討（州・郡保健局長） 

CHOの不足には、人材雇用と人材養成の不足とともに、CHOの離職も関係している。CHOとして

CHPS で業務を行っていくなかで、次のキャリアアップのために助産師学校などで学ぶために離職す

る CHOも多い。これについては、CHOは 2、3年で退職するものとして、それを見越した CHO を養

成するなど、州の戦略が重要となる。また CHO を一定期間経験すれば、将来の管理職候補である、

助産師や正看護師（Registered nurse）になるための学校に有利な条件で入れるなどのキャリアパスを

GHS が作れば、CHO の早期退職が減ると考えられ、国の戦略として検討することが重要である。 

(4) 州・郡議会との連携の強化（GHS 本部 PPMED 局長、州・郡保健局長） 

CHPS 政策では、CHPS ゾーンの設定と CHPS 施設の位置は、郡保健局および郡議会によって決定

される。GHS 本部や州・郡保健局は、郡議会と CHPS-DB の情報を共有し、この細分化を支援する

必要がある。また、国の CHPS 実施ガイドラインは、州・郡議会が CHPS 実施において担うべき役

割、CHPS 施設の建設や機材、交通手段の提供、保健人材の育成についても明記している。州・郡

保健局は、議会との関係を強化し、HIAP や CHPS-DB 情報も活用しながら州・郡議会がこれらの役

割を適切に行うよう連携していく必要がある。 

(5) ネットワーク・オブ・プラクティス（NOPs）を活用した亜郡保健システムの強化（GHS 本部

PPMED 局長、州・郡保健局長） 
政府の UHC 達成に向けた新しいロードマップである NOPs プログラムは、質の高い保健医療への

アクセスと、コミュニティベースのサービスを向上させる革新的なアプローチを特定することを目

的に、へルス・センターや CHPS を含む亜郡保健局システムの能力開発に重点を置いている。米国

国際開発庁（USAID）もこのNOPsイニシアティブの方向性に沿って、ヘルス・センターやCHPSを

含む亜郡保健局システムの能力開発に重点を置いている。亜郡保健局システムへの支援の一環とし

て、本プロジェクトが開発した サポーティブ・スーパービジョン（SS）のチェックリストを用い

CHPS のための活動を拡大する計画であり、同機関との連携も有効である。また、グローバルファ

ンドを活用し、亜郡保健局の保健システム強化活動を進めることも有効である。 

5.2.2 CHPSサービスの利用促進 

上位目標達成のためのもう一つの柱は、ミニマム・パッケージが整備された CHPS をコミュニティ

が適切に利用できるようにすることである。このミニマム・パッケージには、予防接種、疾病サー

ベイランス、栄養指導、妊産婦保健サービスなどが含まれている。地域住民の利用を促進するため

には、CHO や医療サービス提供者が質の高いサービスを提供すると同時に、住民の健康への関心が

高まるような啓発活動を行うことが不可欠である。 

(1) 母子保健の指標が改善されなかった要因の検証と解決策の抽出（GHS 本部 FDH 局長、州保健局

長） 
プロジェクトは、ミニマム・パッケージ利用の達成状況を測る指標として、妊産婦の保健指標を

用いた（成果指標 4-4）。その結果、前述の機能する CHPS へのアクセスに関する指標の大部分が改

善されたにもかかわらず、これらの母子保健関連の指標や産前ケア・施設分娩・産後ケアの指標は、

プロジェクトの介入後あまり改善が見られなかった。プロジェクトとしてこの要因を検証すること

ができず課題として残った。サービス利用の促進には、まずこの要因を探り、その検証結果を基に、
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解決策を抽出することが重要となる。なお、プロジェクトはライフコースアプローチ（LCA）サー

ビスに関する研修、その後の現場での実践を通じて、母子保健や思春期保健の強化を図ってきたた

め、今後も研修と現場でのサービス実践を通じて母子保健指標が改善されることを期待する。この

改善に向けては、州保健局と思春期保健を通じた妊娠や出産に関する早期教育の強化について協議

を行ってきた。例えば、産前健診・産後健診を通じた母親への教育に関する CHO の指導能力強化の

改善などが挙げられる。中央レベルでは、GHS 本部の家族保健局（FHD）も LCA 関連サービスを通

じた母子保健指標の改善について主体的に指導し訴えることが求められる。 

(2) リファラル・システムの更なる強化：リファラル様式の活用とリファラル・フィードバック

（GHS 本部臨床ケア局長、州・郡保健局長／病院長） 

リファラル・システムの強化は、患者の継続ケアの確保とクライアントからの保健サービスへの

信頼を得る上で必要不可欠である。プロジェクトが対象州及びパイロット郡に導入したリファラル

及びリファラル・フィードバック様式やリファラル台帳、更に月例モニタリング報告書は質の高い

リファラル・サービスの運営を行う上で重要なツールである。国の新しいリファラル政策と技術ガ

イドラインの公布と合わせて、これらツールの他地域への導入を進めていくべきである。また、非

感染性疾患の増加に伴い、下部・上位保健施設の双方向で患者の継続ケアとモニタリングを実践す

る必要性がより高まることが想定される。上位保健施設からのリファラル・フィードバックは下部

保健施設が適切に患者をフォローアップするための重要な情報であり、各レベルの保健施設、州・

郡保健局の職員のそうした意識を強化させ、施設間の連携を進めていく必要がある。また、GHS 本

部、州・郡保健局はリファラルの実施状況を定期的に確認するためのツールとして月例モニタリン

グ報告書の正式な導入と運用強化を進めるべきだと考える。 

(3) サポーティブ・スーパービジョンの更なる強化（GHS本部臨床ケア局長、州・郡・亜郡保健局長） 

 CHO や保健サービス提供者の質の確保と維持には、彼らの能力を継続的に強化する仕組みが必要

である。プロジェクトは、その最初の仕組みとしてCHPSを対象とした四半期ごとのサポーティブ・

スーパービジョン（SS）を提案し、パイロット活動を通してその効果と実現性の高さを示した。プ

ロジェクトが開発したチェックリストは、既に国のプログラムに導入され、デジタル版のチェック

リストは全州でアクセスできる。そのため、対象 5 州は州内の普及を、GHS 本部は他州での導入と

定着を進め、CHPS と保健センターの機能強化を図っていくことが期待される。また、チェックリス

トの内容を定期的に見直す体制を作り、SS が国の政策と現場のニーズに合った活動になるよう配慮

することも重要である。その他、SS の結果を郡や州の年次パフォーマンス評価項目に加えるなど、

各郡が定期的かつ継続的に SS を実施するための現場レベルの動機作りも活動の強化に資すると考え

る。 

(4) CHAPやコミュニティ・スコアカードの取り組みでの連携・実施体制の強化（GHS本部ヘルスプ

ロモーション局長、州保健局長） 
住民の CHPS 利用を促進し、プライマリ・ヘルス・ケア（PHC）や住民の疾病予防を促進するた

めには、「地域住民の健康は自分たちで守る」という意識を住民が持ち、地域の健康促進のための

活動を行うことが重要なステップとなる。 

GHS 本部の PPMED の主導によって導入を進めているコミュニティ・スコアカードは、CHMC を

中心とした住民が、CHO や亜郡・郡保健局のサービスの質をモニタリングし、その結果を地域保健
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活動計画（CHAP）に反映させるものである。これによってコミュニティによる CHPS運営を進め、

住民の主体性を育成している。ヘルスプロモーション局の主導によって進められている USAID の

「健康とウェルビーイングのためのコミュニティ参加（CE4HW）」プログラムでは、CHAP を通じ

た保健指標の改善や CHAP のモニタリングの強化を行っている。これらのプログラムをそれぞれ管

轄する PPMEDとヘルスプロモーション局、州CHPSユニットと州ヘルスプロモーションユニットが

互いに連携し合うことによって、相乗効果を出すことができる。 

(5) 助産師と分娩施設・機材の CHPS ゾーンへの配置の促進（GHS 本部 FHD 局長、州・郡保健局長） 

先述のとおり、母子保健の指標が改善されなかった要因の検証と解決策の抽出は今後の課題であ

るが、その要因の一つと考えられるのが、CHPS における産前ケア・施設分娩・産後ケアサービス

の提供が適切にできていないことである。元々CHPS は緊急出産に限ってサービスを提供しており、

問題のない出産を扱えるようになったのは最近である。そのため、本サービスを専門的に提供する

助産師の CHPS への配置はまだ十分ではなく、分娩サービスを提供する施設・機材が不足している

ことが一因ではないかと考えられる。CHPS-DB によると、北部 5 州の CHPS ゾーンの約半数には助

産師が配置されているが、そこでも分娩サービスのためのスペースと設備が不足している。産前ケ

アと施設分娩のサービス提供の指標を早期に改善するためには、CHPS ゾーンへの助産師の配置が

重要な鍵を握っている。そのためには、CHPS ゾーンにおける助産師の数に関するより正確なデー

タ収集が重要となる。 

(6) ヘルススクリーニング・レジスターの標準化（GHS 本部 PHD 局長） 

プロジェクトは、元々PDM 指標のデータを取得するためにレジスターを開発した。LCA に関する

CHO/亜郡保健チーム（SDHT）現職研修の中で CHO はヘルススクリーニング結果を、レジスターに

記録するように指導を受け、その時に配布されたレジスターを活用している。プロジェクトがデー

タをまとめた結果、非感染性疾患の境界例の割合や、フォローアップやリファラルの不十分さなど、

非感染性疾患対策に必要な情報が取得できた。GHS 本部ではすでに DHIMS 2 を通じて非感染性疾患

の「患者数」は把握しているものの、境界例に関するデータは集めていない。プロジェクトは、成

人の健康診断であるウェルネス・クリニックにレジスターを使用することで、境界例に関するデー

タを取得し、非感染性疾患予防戦略を立てることが重要であることを GHS 本部に訴えている。GHS

本部が同レジスターを国の標準化されたツールとしてウェルネス・クリニックで活用し、データを

統合するようなシステムを検討することが 非感染性疾患の予防や戦略策定に重要である。 
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第6章 プロジェクトの総括 

6.1 プロジェクトの背景 

本プロジェクトは、ガーナ政府が 1999年から進めている駐在地域保健師（CHO）による基本的保

健医療計画・サービス（CHPS）政策を後押しし、プライマリ・ヘルス・ケア（PHC）のアクセスと

利用改善によりユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の達成に貢献することを目的として、

2017 年７月から 2023 年７月までの 6 年間にわたり実施された。 
アッパーウエスト州（UW州）を対象に 2006年から 2011年、そして 2011年から 2016年にかけ、

CHPS 実施や母子保健対策の強化を目的として行われた JICA プロジェクトの継続プロジェクトとし

て、CHPS 実施の更なる強化と拡大を背骨に、CHPS におけるライフコースアプローチ（LCA）サー

ビスの強化を目的に、UW 州を含む北部 5 州を対象として実施されたものである。 

6.2 プロジェクト開始時にみられた課題 

ガーナの CHPS 実施における重要な鍵の一つは、機能する CHPS にアクセス可能な住民を増やす

ことである。そのためには CHPS ゾーンの細分化を促進し、すべての住民がアクセスできるように

するとともに、CHPS に必要な人員や施設、資機材を適切に配置することが求められている。 

しかし、プロジェクト開始時、機能する CHPS にアクセスできる住民の割合は、先行プロジェク

トの対象地域であった UW 州で約 5割、今回新たに対象となったアッパーイースト州（UE 州）は約

3 割であり、ノーザン州（N 州）、ノース・イースト州（NE 州）、サバナ州（S 州）の 3 州に至っ

ては 1 割にも満たなかった。 

人員や施設など CHPS 実施のリソースがエビデンスに基づいて確保されていないことや管理体制

が不十分であることが、その要因であると考えられた。つまり、各 CHPS の実施状況を把握するた

めのデータベースが未整備であり、現状が正確に把握されておらず、データの分析結果に基づいた

細分化やリソースの配置が適切に行われていなかった。また、州や郡保健局職員のデータを管理・

運営する能力も不足していた。さらに、CHPS への人員配置以前に CHO の人材が不足していた。雇

用のための国の予算不足も影響していたが、同時に CHO の養成が計画どおりに進まなかったという

要因もあった。CHO 養成のための研修プログラムは存在していたものの、その研修には多大な費用

がかかっていたことで、ガーナ保健サービス局（GHS）が JICAをはじめとする開発パートナーの支

援なしに研修を行うことは難しい状況であった。さらに、CHO の離職率も高く、人材不足に拍車を

かけていた。 

CHPS 実施におけるもう一つの課題は、非感染性疾患の増加に対応するサービスが十分提供され

ていなかったことだった。ガーナでは社会経済状況の変化に伴い、非感染性疾患や高齢化が新たな

課題となりつつあり、『CHPS 国家実施ガイドライン 2016 年 9 月』においても CHPS が提供するべ

きサービスとして、非感染性疾患や高齢化対策が挙げられていた。しかし、この分野の CHOの能力

強化のための研修プログラムや教材が整っていなかったため、CHO はこれらの新たな課題、疾病に

対応する十分な能力を備えておらず、現場ではボディ・マス・インデックス（BMI）を正確に計算

できなかったり、住民の健康指標を測るヘルススクリーニングの記録を取っていなかったり、とい

った問題が散見されていた。また、こうした CHOの状況や活動をモニタリングするシステムも十分

には確立されておらず、CHO をスーパーバイズする役割を担う亜郡保健局の能力不足も見られた。 
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さらに、CHO を支援する地域保健ボランティア（CHV）や地域保健管理委員会（CHMC）が、自

身の役割や CHPS で提供するべきサービスを十分理解しておらず、主体となって進めるべき地域保

健活動計画（CHAP）に基づいたコミュニティでの啓発などもなかなか進んでいなかった。 

6.3 プロジェクトの実施を通じた課題解決と改善の状況 

これらの課題の解決を目指し、プロジェクトは、①エビデンスに基づく CHPS 実施のリソース確

保と管理の強化（UW 州での更なる強化と北部 4 州への拡大）、②CHPS におけるライフコースアプ

ローチ（LCA）サービスの提供と活用の強化―の二つを主な柱として活動を進めた。 

①では、先行プロジェクト時から UW 州で導入が進められていた CHPS データベース(CHPS-DB)の

活用を北部 4州に拡大した。州や郡保健局の職員のデータ分析、運営、管理のための能力強化を行う

と同時にデータを収集し、データベースを作るための支援を行った。そのデータを随時分析しなが

ら、対象州の CHPSゾーンの適正な細分化を進めた。その結果、プロジェクト終了時には北部 5州の

細分化率はほぼ 100％にまで到達した。また、CHPS の人材や機材の配置状況が把握できるようにな

り、現状に基づいたより均等な配置が可能になった。また、州保健局は、各CHPSの四半期ごとの実

施状況を管理・モニタリングし、戦略を策定するためにデータベースを活用している。さらに、こ

のデータ分析の結果は、必要な機材や予算を郡議会や開発パートナーに要請する際のエビデンスと

しても活用されている。 

このデータベースによって、CHO の配置状況も明確になり、必要な CHO の数も把握できるように

なった。それによって、各州保健局が CHO 養成のための研修計画を立てられるようになり、プロジ

ェクト終了時には、北部 5 州において 2026 年までの CHO 養成研修計画が策定された。 

また、プロジェクトが導入したプレ・サービス研修や郡保健局の主導で実施する郡 CHOオリエン

テーションといった低コストで実施できる研修システムにより、より多くの CHO の養成が可能とな

った。その結果、本プロジェクト中に、プレ・サービス研修を受講した養成学校の学生は、約 3,300

人にまで達した。郡 CHOオリエンテーションで訓練された CHO の人数は約 1,100 人となり、対象 5

州のうち 4 州において、当初の目標値の 1.2 倍から 3 倍の人数となった。特に郡 CHO オリエンテー

ションについては、低コストに加え、現場で長期間にわたり 1 対 1 での指導が行えることから、

CHO の質の確保という点からもガーナ側のニーズに沿っており、対象全州で継続されている。 

これらの取り組みの結果、機能する CHPS へのアクセスのある住民の数は、北部 5 州合計で、プ

ロジェクト開始時の約 110 万人（2017 年）から、約 412 万人（2023 年）と約 4 倍近くに増加した。

これは北部 5 州全人口の約 7 割となり、2017 年の約 2 割から飛躍的に増えた。また保健スタッフに

よるサービスが行われている CHPS にアクセスできる住民は、約 346 万人（2017 年）から 566 万人

（2023 年）に増加し、人口の 94.8%をカバーしている。特に、UE 州と UW 州ではほぼ 100％となっ

た。 

さらに、CHPS-DB は、プロジェクト対象 5 州にとどまらず、GHS 本部政策・計画・モニタリン

グ・評価局（PPMED）の後押しの下、全国 16 州に導入された。このデータベースの活用により国

全体の CHPS 実施の改善が期待される。また、CHO の養成についても、郡 CHO オリエンテーショ

ンが北部 5 州以外の州にも紹介され、研修教材が配布されている。ボノ・イースト州とイースタン
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州ではこの教材を活用した研修が始まっている。また、UW 州への研修見学ツアーも実施され、本

活動のさらなる強化のための州間の協力も行われている。 

 

もう一つの柱である②では、ガーナの CHPS レベルでの LCA を定義するとともに、CHPS が提供

するミニマム・パッケージにある非感染性疾患や高齢者への対応といった LCA 関連サービスを提供

するための研修プログラムや教材を開発した。この研修プログラムは、UW 州の CHO や亜郡保健局

職員を対象にした研修を通じて形成、改良された。これは、プレ・サービス研修や郡 CHO オリエン

テーションにも組み込まれ、プロジェクト終了後も継続して CHO の LCA の能力が強化される体制

が整った。プロジェクトは、さらにヘルススクリーニング・レジスターを開発してスクリーニング

の結果を北部 5 州や GHS 本部と共有した。 

コミュニティ・レベルにおいても、前述の研修を受講した CHO や、CHMC・CHV を対象とした

研修を通じて住民の LCA に対する認識が広まった。それによって、衛生啓発や栄養教室、ヘルスス

クリーニング、高齢者ケアといった、本プロジェクト開始前には見られなかった活動が CHAP に含

まれるようになった。「LCA について知っている」という住民の割合は、ベースライン調査時の

5%からエンドライン調査時は 90%にまで増加した。さらに、LCAやCHAPに関する能力強化のため

にプロジェクトが開発した CHMC/CHV 研修教材は、GHS のみならず米州国際開発庁（USAID）や

国際連合開発計画（UNDP）といった開発パートナーの CHMC 研修プログラムにも活用されており、

今後も CHMC や CHV を対象とした LCA に関連する研修が継続されることとなった。 

6.4 課題達成の促進要因と残された課題 

以上述べてきた課題、特に機能する CHPS へのアクセスのある住民を増やすという課題達成の促

進要因として、主に次の二点を挙げることができる。 
一つ目は、CHPS-DB の構築が、各 CHPS の現状を可視化し、人的、物的、経済的リソースの適正

な配分・配置につながる現実を提示できたことである。CHPS 実施強化の介入のためには、基礎デ

ータが欠かせず、それを収集するシステム構築から始めた。CHPS-DB を構築した結果、州や郡保健

局が各 CHPS の詳細なデータを入手できるようになり、それを基に、より包括的な戦略を策定でき

るようになった。さらにその戦略の実施にあたっては CHPS ごとのデータが手元にあることによっ

て、人的・物的、経済的リソースの適正な配分・配置や、特に問題のある CHPS を特定し、そこに

焦点を当てたアプローチをとることができるようになり、それが CHPS 実施の改善、強化につなが

った。また、データやデータベース構築の重要性がカウンターパート（CP）にも認識されるように

なった。 

 二つ目の促進要因は、CHPS-DB をはじめプロジェクトが構築したシステムが、ガーナの広範な地

域における実践・実証を通じ、エビデンスを示しながら導入されていったことである。CHPS-DB は、

先行の二つの JICA プロジェクトで約 10 年をかけ UW 州で構築、導入され、CHPS 実施の改善に貢

献した。この実践を通じて有効性を実証し、ガーナ側の認識を深め、その上で、本プロジェクトに

おいて他の北部 4 州への導入拡大を図った。この拡大により達成された CHPS 実施の改善状況をさ

らに示すことができたことで、その有効性に対する GHS 本部や他州の認識がなお深まり、全国レベ

ルでの普及が実現した。CHO 養成のための郡 CHO オリエンテーションも、北部 5 州で養成された
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CHO の数の増加という証拠を示せたことで、プロジェクト対象州以外の州の関心を高め、導入が進

んでいる。 

 

残る課題としては、GHS と保健省による CHPS の人材雇用に関連したものがある。その一つは、

プロジェクトによって CHO を養成するための制度が整えられたものの、国の予算不足から、そもそ

も養成研修の対象となる地域看護師（CHN）が各州に適正に配置されていないという根本的な問題

である。また、CHPS-DB のデータが国の郡保健情報管理システム 2（DHIMS 2）に活用されておら

ず、DHIMS 2 データの質の改善が滞っているという問題がある。プロジェクトは、この対応策とし

て各月の半ばまでに CHPS-DB のデータを集め、月末には DHIMS 2 に入力することで DHIMS 2 の精

度を上げ、CHPS-DB との整合性の改善を図ったが、今後も引き続き改善を要する課題となっている。 

CHPS-DB の全国普及に関しては、本プロジェクト期間中に全国 16 州に普及されたものの、デー

タの継続的な更新のためには各州保健局長や CHPS コーディネーター、保健情報オフィサーのリー

ダーシップとさらなるコミットメントが重要となる。また GHS 本部の PPMED による CHPS-DB 活

用に関するモニタリングの継続や、対象 5 州とその他の州の連携、協力体制の構築が重要となる。

また、都市型 CHPS については、農村型 CHPS とは条件や状況が異なることから、その条件に基づ

いた CHPS機能の定義を行い、CHPS国家実施ガイドラインで示した上でその実施を強化していく必

要がある。 

6.5 上位目標の達成見込みと達成のための提言 

プロジェクトの上位目標は、「CHPS を通した PHC のアクセスと利用が改善されることにより、

UHC の達成に貢献する」であり、CHPS 政策と大きく関わっている。この達成度を測る指標は、

「2026年までに北部 5州においてより多くの住民が基準を満たした CHPS（機能する CHPS）にカバ

ーされる」であり、目標値を、UW 州、UE 州、NE 州、S 州の 4 州では 100%、N 州で 75%としてい

る。2023 年第 1 四半期の時点で、UW 州と UE 州は 98～100%となり、目標値にほぼ達した。他の 3

州は、45%～66%であるが、CHPS ゾーンの細分化がほぼ 100％まで進んでいること、CHPS 実施率

を基に 2026 年までの CHO の養成研修計画が策定されていることから、目標値を達成できる見込み

は十分にあると考える。 

この上位目標達成のために必要なアプローチは大きく分けて二つある。 
一つは、CHO 人材の配置を通して機能する CHPS 数を増加させることであり、そのためには、

CHOとなる人材を継続的に養成することである。前述のとおり、CHNが各州に適正配分されていな

いという課題が残っているが、州・郡保健局がCHPS-DBを通して人材状況を把握し、その結果をも

とに将来必要となる人員を見越した計画づくりを行い、CHO を継続的に養成していくことが重要と

なる。そのためには郡 CHO オリエンテーションの活用が有効となる。また CHPS-DB システムの運

用と管理をさらに強化し、その実践や活用結果を通して、州・郡関係者の CHPS 実施状況への理解

を深めることが重要である。また、州・郡議会や関係省庁と他の開発パートナーとの連携・協調も

強化し、データを活用しながら CHPS 施設や機材、交通手段の入手や配置を進めることが重要とな

る。 

もう一つは、住民による CHPS サービス利用の促進である。こちらは特にサポーティブ・スーパ

ービジョン（SS）の更なる強化が有効なアプローチとなる。SS によって CHO に必要な知識やスキ
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ルを特定し、それに対して郡・亜郡保健局が適切に支援できる体制をより一層整える必要がある。

また、CHO や CHMC メンバー、CHV といった保健サービスに関与する当事者が、住民一人ひとり

のライフコース、そしてコミュニティの将来展望という長期的な視点から健康増進の重要性を認識

し、CHAP を活用しながらコミュニティによるコミュニティのための保健活動が実践できるよう、

支援する CHO の能力強化を図っていくことが重要となる。 

6.6 結語 

プロジェクトの実施によって、CHPS へのアクセスのある住民の割合は増加し、CHPS 実施率は改

善した。プロジェクトがCHPS実施のために構築したシステムの一部は全国に普及され、ガーナ国全

体の CHPS 実施の改善に大きく貢献した。LCA に関しては、ガーナの CHPS における LCA 定義とい

う基礎から始め、それに基づく教材の開発や CHO 養成のための研修教材への組み込みによって、

CHO の LCA に関する継続的な能力強化が確保された。CHO のスキルに関する指標について未達成

のものがあったが、この改善には経験値も必要であるため、今後郡保健局によるモニタリングを通

して、継続的に改善を図る計画となっている。指標未達成のプロジェクト目標に関しては、策定さ

れた計画を実施するガーナ側の継続的な努力が重要となる。 

最後に、プロジェクトが実施に際して留意した点について述べたい。最も重視したのは持続性の担

保であり、そして CP のニーズに合った活動である。持続性の担保は主に国のシステムに活動成果を

統合することで実現を目指した。首都の GHS 本部を最初から戦略的に巻き込み、密な連絡によって

メリットを理解してもらい、GHS本部が統合に参画したのが成功の鍵であった。また CP自身が主体

となる活動を行うために、州保健局だけでなく郡保健局長、関係機関の CP への説明や合意形成に十

分な時間を取り、CP のニーズを理解し取り入れて信頼関係を培った。プロジェクトが内容を作成し

ても、発表や研修は CP が担当することでオーナーシップを高め、最終的に「CP による CP の活動」

となったことが活動の持続性を担保した。 

また、先行プロジェクトの対象は UW 州一州であったが、今回 5 州を対象にした大規模なプロジェ

クトであったため、プロジェクトはそのメリットを最大限に引き出すように努めた。例えば、5 州間

のネットワークの強化、協力や連携、そして健全な競争による指標の改善を促した。また CHPS-DB

の普及では北部 5 州間と他 11 州との相互支援システムを構築し、CP 間での協力による活動の継続性

確保を図った。GHS 本部に対しても、多くの州での実践を踏まえた説得力のある提言を行えたと考

えている。 
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